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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1）連結経営指標等           

売上高 （千円） 10,272,706 77,140,889 72,547,645 37,892,409 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 312,220 6,198,031 8,386,978 △2,686,090 

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） 251,925 2,845,041 2,289,799 △2,466,563 

純資産額 （千円） 1,070,146 6,016,524 38,769,132 36,097,013 

総資産額 （千円） 18,429,402 84,229,577 136,392,788 97,270,326 

１株当たり純資産額 （円） 30.35 16.14 79.87 73.79 

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△） 
（円） 7.32 7.98 4.70 △5.10 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （円） 6.79 7.31 4.24 ― 

自己資本比率 （％） 5.8 7.1 28.4 36.7 

自己資本利益率 （％） 35.2 80.3 10.2 △6.6 

株価収益率 （倍） 888.0 53.3 53.6 △23.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 585,942 6,533,690 △36,264,238 △13,420,288 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △505,453 △11,219,551 3,681,906 801,097 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 8,677,145 34,675,004 16,883,844 △1,935,137 

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 9,293,884 39,288,531 23,599,360 9,047,536 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（名） 

251 

[17] 

1,772 

[182] 

1,477 

[218] 

667 

[160] 

 



 （注）１ 売上高および営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員数であります。 

３ 提出会社の第１期は平成15年８月29日から平成16年３月31日までとなっております。 

４ 平成16年５月21日をもって１株につき10株の割合で株式分割を行なっております。 

なお、第２期の１株当たり当期純利益金額は期首に分割が行なわれたものとして計算しております。 

また、平成16年３月末時点の株価は権利落ち後の株価となっているため、第１期の株価収益率につきまして

は、１株当たり純資産額等との整合性を図ることから、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しており

ます。 

５ 第４期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

６ 第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(2）提出会社の経営指標等         

営業収益 （千円） 82,005 239,871 1,645,367 4,719,565 

経常利益 （千円） 4,373 32,230 692,464 1,169,529 

当期純利益 （千円） 2,541 17,957 687,935 565,319 

資本金 （千円） 500,000 1,512,000 16,863,692 16,865,692 

発行済株式総数 （株） 35,264,443 372,884,430 483,936,283 483,976,283 

純資産額 （千円） 538,231 2,628,429 33,933,112 33,897,957 

総資産額 （千円） 643,308 32,691,334 59,338,545 80,339,329 

１株当たり純資産額 （円） 15.27 7.05 69.87 70.04 

１株当たり配当額 （円） － － 1.00 1.00 

（うち１株当たり中間配当額） （円） (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 0.07 0.05 1.23 1.17 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （円） 0.07 0.05 1.11 ― 

自己資本比率 （％） 83.7 8.0 57.2 42.2 

自己資本利益率 （％） 0.5 1.1 3.8 1.7 

株価収益率 （倍） 90,277.8 8,439.9 204.8 103.6 

配当性向 （％） － － 81.3 85.6 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（名） 

－ 

[－] 

11 

[－] 

33 

[3] 

31 

[4] 



２【沿革】 

平成15年８月 国内外の会社の株式または出資を取得、所有することによる当該会社の事業活動の支配、管理を

目的として株式移転により神田通信工業株式会社の完全親会社（持株会社）として設立 

同月29日をもって、東京証券取引所（市場第二部）に上場 

平成15年10月 企業再生関連投資事業を行なうため、プリヴェ企業投資株式会社を設立 

平成16年３月 自動車販売関連事業を行なうため、ＰＺモータース株式会社およびＰＺ16号投資事業組合を設立

平成16年４月 静岡日産自動車株式会社の株式を取得 

平成16年７月 自動車販売関連事業の拡充を図るため、プリヴェモータース２株式会社を設立 

平成16年９月 ロジスティックス事業に進出するため、プリヴェ運輸株式会社（現・連結子会社）を設立し株式

会社東武運輸栃木および株式会社東武運輸新潟の株式を取得 

平成16年12月 三河日産自動車株式会社の全株式を保有するＰＺ５号投資事業組合持分を取得 

平成17年５月 

  

平成17年８月 

  

平成17年９月 

  

平成17年12月 

  

  平成18年３月 

 平成18年６月 

  

 平成18年７月 

  

 平成18年10月 

  

  

 平成18年12月 

  

 

  

株式会社東武運輸栃木と株式会社東武運輸新潟は合併し、社名を東武運輸プリヴェ株式会社

(現・連結子会社）へ変更 

ファンド事業を行なうため、投資顧問業の登録を行なっているプリヴェキャピタルマネジメント

株式会社(現・連結子会社）の株式を取得 

ファンド事業として未上場株式投資を行なうため、プリヴェキャピタルファンド１号投資事業組

合を設立 

ファンド事業として上場株式投資を行なうため、有限会社プリヴェ投資組合およびプリヴェキャ

ピタルファンド２号投資事業組合を設立  

神田通信工業株式会社（現・連結子会社）のネットワーク事業部門を譲渡 

プリヴェキャピタルマネジメント株式会社(現・連結子会社）は有限会社プリヴェ投資組合を吸

収合併 

自動車販売関連事業（静岡日産自動車株式会社、三河日産自動車株式会社等）の事業再生に目途

をつけることができたため、同事業を売却 

商号をプリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社からプリヴェ企業投資ホールディングス

株式会社へ変更 

ファンド事業において、欧米の機関投資家向けのケイマン籍ファンドを設定 

プリヴェキャピタルマネジメント株式会社(現・連結子会社）はプリヴェ企業投資株式会社およ

びプリヴェモータース２株式会社を吸収合併 

プリヴェキャピタルファンド１号投資事業組合およびプリヴェキャピタルファンド２号投資事業

組合を解散 



３【事業の内容】 

 当社は持株会社であり、グループ全体の経営方針、経営戦略の立案・決定、各事業子会社における事業活動の管理、

コーポレート・ガバナンスの強化および充実を強力に推進し、当社グループの企業価値向上を目指しております。 

当社グループは当社および子会社８社で構成されており、主に(１)上場株式等投資事業、(２)ファンド事業、(３)企

業再生関連投資事業を営んでおります。企業再生関連投資事業の投資対象会社においては、ロジスティックス事業およ

び産業機器関連事業を営んでおります。 

また、その他の関係会社２社は、持株会社としての業務を営んでおります。 

  

当社グループにおける各事業の内容は、以下のとおりであります。 

  

（1）上場株式等投資事業 

上場株式等投資事業とは、主に上場株式および未上場株式への投資を行なう事業であり、プリヴェキャピタル

マネジメント株式会社において行なっております。 

上場株式への投資については、日本の取引所有価証券市場に上場する銘柄へ投資しております。当社グループ

における上場株式投資の特徴は、ガバナンスがうまく機能せず非効率な経営を行なっている結果、同業他社・市

場に対し株価が割安に放置されている上場会社のうち、当社グループが株主として当該会社の経営陣等に対し、

経営改革のための提案等を行なうことにより企業価値が向上する、と確信できる会社を発掘し、投資を行なうこ

とであります。これらの銘柄発掘および投資等は、金融市場での豊富な経験を有する専門部隊により行なわれて

おります。 

また、株式取得後においては、これまで企業再生関連投資事業において培った業界でのネットワーク、再生ノ

ウハウ、情報収集力、社内に擁する高度な専門知識を有する公認会計士等の提案力、ターンアラウンドマネージ

ャーの交渉力、経営改革力をもとに、投資対象会社の経営陣等に対し、株主としてさまざまな提案を行ない、投

資対象会社の企業価値の向上を図ります。その結果として対象会社の株価が上昇し、株式を売却することで売却

益の獲得を図ります。 

未上場株式への投資については、事業内容に将来性がある会社等に対して投資を行ない、当社グループのノウ

ハウを提供することにより企業価値の向上を図り、その後、株式公開または売却により売却益の獲得を図りま

す。 

  

（2）ファンド事業 

ファンド事業とは、国内外の機関投資家等から集めた資金を取引所有価証券市場において運用し、運用報酬お

よび成功報酬を受取る事業であり、プリヴェキャピタルマネジメント株式会社およびPrivée Capital 

Management Hawaii, LLCにおいて行なっております。 

当社グループは、これまで企業再生関連投資事業において培ったノウハウや社内専門部隊の豊富な経験等を生

かし、上場株式等投資事業において主に上場株式への投資を行なってまいりました。投資対象としては、当社グ

ループが投資対象会社の経営陣に対し、株主として経営改革のための提案等を行なうことにより企業価値が向上

する、と確信できる銘柄を選定してまいりました。 

一方、欧米においては、従来から経営改革ファンドが多数存在しており、既にスタンダードな投資スタイルと

して確立されております。近年は、内外の投資家から日本企業のコーポレート・ガバナンスの在り方に対する関

心が非常に高まっております。このため、海外の機関投資家等による日本における経営改革ファンドに対する需

要が非常に高い状況にあります。 

このような需要に応えるため、当社グループはファンド事業を開始することとし、欧米を中心とした機関投資

家向けのケイマン籍ファンド（契約型投資信託）を設定し、これまで培ってきた企業再生関連投資事業および上

場株式等投資事業での経験とノウハウをさらに活用していくことといたしました。 

同ファンドの特徴は、上場株式等投資事業と同様、日本の取引所有価証券市場における上場株式取得後、株主

として対象会社に対し経営改革の提案等を行ない、企業価値を向上させることで、高い投資収益を獲得すること

を基本方針としております。この結果、同ファンドは投資家へ利益を還元するとともに、当社グループは運用報

酬に加え、成功報酬を得ることになります。 

同ファンドの運用は、当社100％出資のPrivée Capital Management Hawaii, LLCが行ないます。運用に際して

は、当社の100％子会社であるプリヴェキャピタルマネジメント株式会社がPrivée Capital Management Hawaii, 

LLCに対して、投資顧問業法に基づく投資顧問業者としての助言を行ない、Privée Capital Management Hawaii, 

LLCが有価証券に関する投資判断（有価証券の種類、銘柄、数、価格、売買時期等の判断）および有価証券売買の

発注などの業務を行ないます。 



これらのスキームを図示すると、次のとおりであります。 

同ファンドに対しては、当社グループが自らの運用に自信と責任を持っていることを示すことで、新たな投資

家の獲得に繋げるために、当社からシードマネーとして約100億円を出資しております。なお、同ファンドは設定

後間もないことから、当連結会計年度末現在における同ファンドの資金は当社からの資金のみであり、現在、外

部からの資金を募集している状況であります。 

  

（3）企業再生関連投資事業 

企業再生関連投資事業とは、大手上場企業におけるノンコア子会社、経営資源が効率的に活用されていない会

社、事業不振・過剰債務等により低採算に悩む会社などに対して、買収等により当該会社の経営権を取得し、経

営に直接参画することにより、経営・事業の改善を果たし、当該会社の企業価値の向上を図る事業であります。 

当社グループは、投資銀行・メガバンク・投資運用会社の出身者、公認会計士など、経験とノウハウが豊富な

プロフェッショナルを有しており、これらがその専門性を生かして、投資案件の開拓、投資候補案件の評価、買

収等におけるスキームの策定・交渉、対象会社における経営・財務等の戦略の立案、対象会社の経営管理体制の

整備など、経営・事業の改善を行なっております。 

経営権を取得した会社に対しては、対象事業のビジネスモデルの見直し・改善、経営資源の効率化、組織の見

直し、中核事業から新規事業への展開、コーポレート・ガバナンスの強化等さまざまな施策を推進し、企業価値

向上を目指します。 

企業再生関連投資事業において経営権を取得した会社は、当社の連結子会社となります。このため、上記経営

指導の結果、対象会社の業績が向上した場合には、当社グループの連結業績向上に寄与し、当社グループの企業

価値向上に繋がります。 

また、業績改善に目途がついた会社については、株式公開または株式売却による投資回収も検討いたします。

この場合には、当該会社の株式上場益または株式売却益も当社グループの連結業績に寄与することになります。 

現在、企業再生関連投資事業の投資対象会社として当社グループの連結子会社となっているのは、主に東武運

輸プリヴェ株式会社および神田通信工業株式会社であります。各社の事業内容は、以下のとおりであります。 

  

（ロジスティックス事業：東武運輸プリヴェ㈱） 

ロジスティックス事業とは、貨物自動車による貨物の輸送、倉庫での保管、貨物の包装・梱包・仕分け発

送、その他物流管理等の総合物流サービスを行なう事業であり、主に新潟県および栃木県を基盤として、両区

域内および両区域と首都圏間において事業を展開しております。当事業は主に東武運輸プリヴェ株式会社にお

いて行なっており、当連結会計年度末現在、同社には事業拠点が11箇所、貨物自動車が505台あり、従業員が

555名おります。 

東武運輸プリヴェ株式会社は、新潟県および栃木県において長年にわたり地域に密着した営業を展開してい

るため、堅固な顧客基盤が構築され、さらに、当社グループが東武鉄道株式会社グループから経営権を取得し

た後も「東武」の商号を継続して使用できることが、顧客からの高い信頼を維持し、安定的な取引および新規

顧客開拓を行なう上で有用となっております。 

  

（産業機器関連事業：神田通信工業㈱） 

産業機器関連事業とは、主に医療機器関連製品および特殊機器関連製品の開発、製造、販売を行なう事業で

あります。当事業は神田通信工業株式会社において行なっており、当連結会計年度末現在、同社には事業所

（工場を含む）が３箇所、営業所が１箇所あり、従業員が78名おります。 



主な製品の内容は、次のとおりであります。 

① 医療機器関連製品 

(イ) 超音波診断装置 

大手医療機器メーカー向けのＯＥＭ(注)事業であり、超音波の反射の強弱を電気信号に変換して鮮明な

画像を作る装置であります。主に循環器、腹部、産科領域の診断などに幅広く使用されております。 

(ロ) 検体検査装置 

分析装置において抗原抗体反応（免疫反応）を調べることにより感染症の診断や自己免疫疾患などの診

断を行なう装置であります。主に肝臓ガン、間質性肺炎、リュウマチの診断に使用されております。 

② 特殊機器関連製品 

主に防衛省（陸上自衛隊、海上自衛隊、航空自衛隊）向けの各種無線機用音響機器（ヘッドセット、ハ

ンドセット、航空ヘルメット用送話器、受話器等）であります。これらの製品には堅牢性と正確性が要求

されます。このため、製品の開発、製造には長年のノウハウが必要とされることから、競合するメーカー

が極めて少ない状況にあります。 

  

（注）ＯＥＭ・・・相手先ブランドで販売される製品を製造すること 

  

[事業系統図] 

当社と主な子会社との事業上の関係を図示すると、次のとおりであります。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 議決権の被所有割合には、ＫＥＮＺＯアセットマネジメント㈱の指図によるＰＢ包括信託受託者エス・ジ

ー・信託銀行㈱（プリヴェチューリッヒアセット・マネジメント㈱口）の議決権0.2％が含まれておりま

す。 

２ 特定子会社に該当します。 

３ 議決権の所有割合および被所有割合の（ ）内は、間接所有割合および間接被所有割合で内数であります。

４ 東武運輸プリヴェ㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の内容 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関係内容 
所有割合 
（％） 

被所有割合 
（％） 

（連結子会社）             

プリヴェ 

キャピタルマネジメント㈱ 
東京都千代田区 105百万円 

上場株式等投資事業・

ファンド事業 
100 ― 

資金の貸付 

取締役・監査役の兼任 

プリヴェ証券㈱ 東京都千代田区 600百万円 上場株式等投資事業 100 ― 取締役・監査役の兼任 

Privée Capital 

Management Hawaii, LLC 

米国 

デラウエア州 
１百万米ドル 

上場株式等投資事業・

ファンド事業 
100 ― ― 

東武運輸プリヴェ㈱ 

（注）４ 
新潟県長岡市 45百万円 ロジスティックス事業 

83.3 

(83.3)
― 

取締役の派遣 

監査役の兼任 

神田通信工業㈱（注）２ 東京都千代田区 2,502百万円 産業機器関連事業 100 ― 

業務受託 

資金の貸借 

取締役の派遣 

監査役の兼任 

その他３社 ― ― ― ― ― ― 

（その他の関係会社）             

ケンゾー・インベストメント㈱ 

（注）１ 
東京都千代田区 1,656百万円 持株会社 ― 

31.8 

(15.2)
― 

ＫＥＮＺＯアセットマネジメ

ント㈱ 

 （注）１ 

東京都千代田区 150百万円 持株会社 ― 15.2 ― 

主要な損益情報等 ①売上高 7,793,860千円 

  ②経常利益 137,649千円 

  ③当期純損失 208,565千円 

  ④純資産額 1,969,087千円 

  ⑤総資産額 5,137,174千円 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員数であります。 

３ ネットワーク機器関連事業は、主たる事業であるネットワーク事業部門を前連結会計年度に売却したため、

産業機器関連事業に名称を変更しております。 

４ 当連結会計年度において自動車販売関連事業（静岡日産自動車㈱、三河日産自動車㈱等）を売却したこと等

により、従業員数は前連結会計年度末に比べ810名減少しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員数であります。 

３ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 提出会社においては、労働組合はありませんが労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

 また、連結子会社における労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

上場株式等投資事業 9  [ －] 

ロジスティックス事業 555  [155] 

産業機器関連事業 78  [  1] 

全社（共通） 25  [  4] 

合計 667  [160] 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

31[4]  40.5 1.4 15,735,614 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、金利上昇や社会保障費の負担増加などがあったものの、企業業績の改善により設

備投資は引き続き順調に拡大し、雇用情勢の改善の広がりなどを背景に、景気は緩やかな拡大基調を続けました。 

このような状況のもと、当社グループは前連結会計年度に引き続き、上場株式等投資事業に積極的に取り組むとと

もに、ファンド事業において欧米の機関投資家向けのケイマン籍ファンドを設定し、これまで上場株式等投資事業お

よび企業再生関連投資事業において培ってきた経験とノウハウをさらに活用していくことといたしました。また、企

業再生関連投資事業においては、投資対象会社である各事業子会社に対して、事業面における経営指導のみならず、

コンプライアンスやリスク管理の徹底などの諸施策を強力に推進してまいりました。 

 当連結会計年度の売上高は378億92百万円（前連結会計年度725億47百万円）、営業利益は△23億94百万円（前連結

会計年度85億36百万円）となりました。経常利益は、支払利息等の増加等により△26億86百万円（前連結会計年度83

億86百万円）となりましたが、自動車販売関連事業売却益11億54百万円を特別利益に、税金費用８億38百万円を計上

したことなどにより、当期純利益は△24億66百万円（前連結会計年度22億89百万円）となりました。 

 事業別の業績は、以下のとおりであります。 

 上場株式等投資事業におきましては、当下期にエース証券株式会社株式を売却し、投資収益リターン(IRR)年率

43.4％の実績をあげることができました。また、企業価値の増大が見込める上場株式を中心に投資・運用を行なって

まいりました。しかしながら、平成19年２月以降にかけて、中国の取引所有価証券市場が混乱したこと、また、米国

におけるサブプライムローンの延滞率上昇をはじめとした住宅市況の停滞から米国の成長率に対する懸念が増大した

ことが、日本の取引所有価証券市場の波乱要因となりました。この結果、当連結会計年度末にかけて同事業において

投資する株式価格が下落し、売上高は73億65百万円（前連結会計年度108億83百万円）、営業利益は△４億５百万円

（前連結会計年度83億87百万円）となりました。なお、ファンド事業は、ファンド設定後間もないため自己資金のみ

の運用となり、当該運用損益は上場株式等投資事業に含めております。 

企業再生関連投資事業におきましては、これまでの事業再生に向けた取り組みの結果、自動車販売関連事業（静岡

日産自動車株式会社、三河日産自動車株式会社等）の事業再生に目途をつけることができたため、当上期に同事業を

売却し、投資収益リターン(IRR)年率28.1％の実績をあげることができました。企業再生関連投資事業における投資

対象事業の状況は、次のとおりであります。 

 自動車販売関連事業におきましては、当上期に同事業を売却し、当連結会計年度は上期のみの損益計上となったこ

と、また、当上期において新型車の投入がなく新車販売が伸び悩んだことなどにより、売上高は200億25百万円（前

連結会計年度470億38百万円）、営業利益は１億15百万円（前連結会計年度８億43百万円）となりました。 

ロジスティックス事業におきましては、同業者との競争激化により、売上高は前期比ほぼ横這いの78億27百万円

（前連結会計年度77億30百万円）となりました。前連結会計年度に引き続き原油価格の高騰による燃料コスト増があ

りましたが、運賃単価の値上げなどにより、営業利益は86百万円（前連結会計年度８百万円）となりました。 

産業機器関連事業におきましては、ネットワーク事業部門を前連結会計年度に売却したことなどにより、売上高は

26億73百万円（前連結会計年度68億94百万円）、営業利益は１億12百万円（前連結会計年度１億38百万円）となりま

した。なお、当連結会計年度よりセグメントの名称をネットワーク機器関連事業から産業機器関連事業へと変更して

おり、前連結会計年度の金額はネットワーク機器関連事業の金額を記載しております。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、資金）は、前連結会計年度に比べ145億51百万円減少

し、90億47百万円となりました。主な要因と当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおり

であります。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、受入担保金の増加201億２百万円がありましたが、上場株

式等投資事業における商品有価証券の増加57億76百万円、信用取引未払金の減少179億44百万円、法人税等の支払

額78億63百万円等により、134億20百万円の資金減（前連結会計年度は362億64百万円の資金減）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産取得による支出11億26百万円はありました

が、自動車販売関連事業の売却による収入28億51百万円等により、８億１百万円の資金増（前連結会計年度は36億

81百万円の資金増）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入による収入13億15百万円等はありましたが、配当

金の支払４億83百万円および短期借入金の減少24億５百万円により、19億35百万円の資金減（前連結会計年度は

168億83百万円の資金増）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は標準販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 産業機器関連事業の前年同期比は、前年同期のネットワーク機器関連事業を基に算出しております。 

  

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上場株式等投資事業については、営業投資有価証券のみ記載しております。 

４ 自動車販売関連事業の仕入高は、上期に同事業を売却したため上期のみの数値となっております。 

(3）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 産業機器関連事業の受注高前年同期比は、前年同期のネットワーク機器関連事業を基に算出しております。

  

(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

３ 自動車販売関連事業の販売高は、上期に同事業を売却したため上期のみの数値となっております。 

４ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10

未満のため記載を省略いたしました。 

  

事業の種類別セグメント 生産高（千円） 前年同期比（％） 

産業機器関連事業 2,075,285 40.6 

合計 2,075,285 40.6 

事業の種類別セグメント 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

上場株式等投資事業 － － 

自動車販売関連事業 14,968,003 38.9 

合計 14,968,003 33.8 

事業の種類別セグメント 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

産業機器関連事業 2,318,405 45.0 284,966 44.5 

合計 2,318,405 45.0 284,966 44.5 

事業の種類別セグメント 販売高（千円） 前年同期比（％） 

上場株式等投資事業 7,365,378 67.7 

自動車販売関連事業 20,025,886 42.6 

ロジスティックス事業 7,827,396 101.2 

産業機器関連事業 2,673,747 38.8 

合計 37,892,409 52.2 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、今後、上場株式等投資事業、ファンド事業等について積極的に取り組み、一層の収益拡大および

企業価値の向上を目指してまいります。対処すべき重点的な課題は、以下のとおりであります。 

  

 ① 上場株式等投資事業 

今後も引き続き、上場株式等への投資を行なってまいります。当社グループの専門部隊が、隠れた優良資産をも

つ会社、将来的に明るい展望をもつ会社等を調査・発掘し、投資いたします。株式取得後においては、株主として

対象会社に対し経営改革の提案等を行ない、投資対象会社の企業価値の向上を図ってまいります。 

② ファンド事業 

平成18年10月30日に、欧米を中心とした機関投資家向けのケイマン籍ファンドを設定いたしました。同ファンド

は、日本の取引所有価証券市場において上場株式を取得後、株主として対象会社に対し経営改革の提案等を行な

い、企業価値を向上させることで、高い投資収益の実現を図ることを投資方針としております。今後は同ファンド

以外に日本株のロング・ショートファンドならびに中・小型株を含めたバリュー株のファンド等商品の品揃えを充

実させることによってファンド事業の拡大を図ってまいります。 

なお、これらのファンドの運用により、運用報酬（運用資産残高の年率2％または1.5％）および成功報酬（年間

投資収益の20％）が、当社グループの収益となります。 

③ プライベート・エクイティ事業 

当社はこれまで、企業再生関連投資事業において、非常に高い投資収益を達成してまいりましたが、企業再生関

連投資事業はピークアウトしたと判断しております。今後は、企業再生関連投資事業を通じて社内に蓄積された人

材、ノウハウなどの経営資源を活用し、プライベート・エクイティ事業に積極的に取り組んでまいります。 

④ 優秀な人材の確保 

上記に掲げる各事業の成功確度を上げるために、当社グループでは、ファンドマネージャー、エコノミスト、ア

ナリスト、バンカー、公認会計士、弁護士等の優秀な専門スタッフを擁します。これらの専門スタッフは、質の高

い投資判断に至るための調査の実施、的確な投資判断、株主権行使、その他企業価値向上プログラムの策定を行な

うなど「企業価値向上部隊」として、当社グループの収益獲得に大きく貢献いたします。今後も引き続き優秀な人

材確保を積極的に行なってまいります。 

⑤ 最適な資金調達 

機動的かつフレキシブルな資金調達実現のため、上記の専門スタッフが中心となって、市場環境を踏まえ、銀行

借入、証券会社からの調達、株式市場からの調達などあらゆる資金調達手法の中から最適な方法を選択してまいり

ます。 

  

強いネットワークを持つ経験豊かな経営陣と強固な専門部隊が行なう「精度の高い投資」、「企業価値向上策の実

行」、「フレキシブルな資金調達」は、当社グループの差別化要因となっていると考えております。これらを十分に

活かし、今後も当社グループの企業価値を高めるべく最大限の努力をしてまいる所存であります。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

① 上場株式等投資事業 

(イ) 経済情勢等 

当事業においては主に上場株式への投資を行なっておりますが、政治・経済情勢や株式市況など外部環境の

急激な変化により、保有する上場株式の株価が大幅に下落し、当社グループの財政状態、経営成績およびキャ

ッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ロ) 投資対象会社の業績 

投資対象会社の分析は慎重に行なっておりますが、投資対象会社における外部経営環境の急激な変化、不祥

事、法令違反などにより、投資対象会社の業績が急激に悪化し、株価に影響を与え、当社グループの財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ハ) 投資対象会社への提案等 

投資対象会社の経営陣等に対して、株主として経営改革のための提案等を行なうことにより投資対象会社の

企業価値向上を図りますが、当社グループの提案等が受け容れられない可能性、または、提案等が受け容れら

れても見込みどおりに経営改革が進まず、企業価値向上に予想以上の時間を要する可能性があります。 

(ニ) マーケットインパクト 

投資対象銘柄について、発行済株式総数に占める当社グループの投資規模が大きい場合や当該銘柄の流動性

が低下した場合には、株式取得時における想定外の単価上昇、または、株式売却時における想定外の単価下落

により、当初見込んだ利益を獲得できない可能性があります。 

(ホ) リスクヘッジ 

保有する上場株式の株価変動による損失を回避するためにデリバティブ取引を用いてヘッジしております

が、想定した範囲を上回る市場の変動が発生した場合には、ヘッジ取引によってカバーしきれない部分につい

て損失が発生し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(へ) レバレッジ 

当事業における資金は、自己資金のほか信用取引等により賄っておりますが、保有する上場株式の株価が大

幅に下落した場合には、当社グループのキャッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ト) 商品有価証券 

当事業において保有する商品有価証券は、期末時に時価評価し、評価差額が当期の損益として計上されます

が、投資資金の回収は翌期以降となるため、損益計上とキャッシュ・フローのタイミングがずれることになり

ます。 

(チ) 証券業における法的規制 

当事業における株式売買取次ぎは、当社100％子会社のプリヴェ証券株式会社において行なっております。

証券会社は証券取引法、証券取引法施行令および、これらに関する各種内閣府令の定める行為規制に従う義務

があり、これらの法令等に違反した場合には証券業の登録が取り消される場合もあります。 

(リ) 法令違反等 

当事業を行なうにあたり、法令等の遵守を役職員に徹底しておりますが、法令違反、訴訟、損害賠償等が発

生した場合には、当社グループの社会的信用の低下を招き、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの

状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ヌ) 人材の確保 

当事業の成功には、有能なファンドマネージャーやアナリスト等の存在が不可欠であり、これらの人材は当

社グループの重要な競争力の源泉であります。このため、有能な人材を積極的に採用することにより、人件費

が増大する可能性があります。また、このような有能な人材の流出により、運用能力の低下を招く可能性があ

ります。 

  

②  ファンド事業 

(イ) 競合 

当事業においては、金融機関系、事業会社系、外資系等様々な業種・地域からの参入があるため、新商品を

開発し同業他社との差別化を行なっていかなければ将来競争力（ファンド組成・ファンド料率・投資コスト

等）が低下し、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響をおよぼす可能性があります。 



(ロ) ファンド資金 

ファンド資金の募集において、投資家から十分な資金を集めることができない場合には、投資活動に支障を

きたす可能性があるほか、運用報酬が減少し、当社グループの財政状態、経営成績、キャッシュフローの状況

に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ハ) 運用実績 

政治・経済情勢や株式市況など外部環境の急激な変化、投資対象会社の業績悪化などにより、ファンドが保

有する株式の株価が下落し、ファンドの運用実績が悪化した場合には、運用資産残高が減少し、ファンド運用

会社としての当社グループの評価が下がる可能性があります。このような場合には、ファンドの投資家から契

約の全部または一部解約が生じ、また、新規契約の獲得も困難になるなど、当社グループの経営成績および今

後の事業展開に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ニ) 日本株への集中 

当社グループが運用するファンドの投資対象は日本株に集中しているため、運用資産残高や運用実績等は、

日本株式市場に影響をおよぼす事象や日本株に対する投資家の資産配分政策に大きく影響を受けます。 

(ホ) 法的規制 

当事業は、日本、米国およびケイマンにおいて行なっているため、これらの地域における商法、税法、証券

取引・外国為替管理等に関する法的規制により影響を受けるほか、これらの規制との関係で費用が増加する場

合があります。このような場合には、当社グループの事業活動、財政状態および経営成績に悪影響をおよぼす

可能性があります。 

(へ) 法令違反等 

当事業を行なうにあたり、法令等の遵守を役職員に徹底しておりますが、法令違反、訴訟、損害賠償等が発

生した場合には、当社グループの社会的信用の低下を招き、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの

状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ト) 人材の確保 

当事業の成功には、有能なファンドマネージャーやアナリスト等の存在が不可欠であり、これらの人材は当

社グループの重要な競争力の源泉であります。そのため、有能な人材を積極的に採用することにより、人件費

が増大する可能性があります。また、このような有能な人材の流出により、営業力および運用能力の低下を招

く可能性があります。 

  

③ 企業再生関連投資事業 

(イ) 企業再生の効果 

当事業においては、経営権取得後の投資対象会社が当社の連結子会社となるため、投資対象会社の財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況が当社グループの連結財務諸表に反映されます。投資対象会社

に対しては、経営改善の支援と経営状態の継続的な管理を行ないますが、改善が見込どおりに進展しない場合

には、当社グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす可能性があり

ます。 

(ロ) 投資対象会社の業績 

投資対象会社における外部経営環境の急激な変化、不祥事、法令違反、重大事故、災害発生などにより、投

資対象会社の業績が急激に悪化する可能性もあります。このような場合には、当社グループの経営成績に悪影

響をおよぼす可能性があるほか、投下資金の回収が不能となる可能性があります。 

(ハ) 投資対象会社における瑕疵 

投資時点においては発見し得なかった投資対象会社における簿外債務、法令違反、環境汚染などの瑕疵が顕

在化し、これにより当社グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす

可能性があります。 

(ニ) のれん 

投資対象会社を連結子会社として連結すると、当社グループの連結貸借対照表に「のれん」が計上される場

合があります。当社グループはこれを20年以内で均等償却しておりますが、投資対象会社の業績動向によって

は「のれん」の減損処理が必要となり、減損損失の計上が当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性

があります。 

(ホ) 投下資本の回収 

投資対象会社の経営・事業改善には相当の時間を要する場合が多いため、投下資本の回収が中長期にわた

り、当社グループの財政状態およびキャッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 



(へ) イクジット 

経営・事業改善に目途がついた会社については、株式公開または株式売却も検討いたしますが、その時点の

市場環境等により、見込どおり株式公開または株式売却が行えない可能性や、希望する価額で株式公開または

株式売却ができない可能性があります。 

(ト) 人材の確保 

当事業の成功には、投資銀行・メガバンク・投資運用会社の出身者、公認会計士など当事業に精通した人材

の存在が不可欠であり、これらの人材は当社グループの重要な競争力の源泉であります。そのため、これらの

人材を積極的に採用することにより、人件費が増大する可能性があります。また、このような人材の流出によ

り、当事業の遂行に支障をきたす可能性があります。 

  

また、企業再生関連投資事業の投資対象会社における事業等のリスクは、次のとおりであります。 

（ロジスティックス事業） 

(イ) 競合 

当事業は競合する同業者が多く、厳しい競争に晒されております。競合の激化によって、値引き競争や顧

客の奪い合いにより収益が減少し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ロ) 原油価格 

原油価格の高騰により軽油価格が上昇した場合、運送コストが増加しますが、これを荷主企業に転嫁でき

ない場合には、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ハ) 交通事故 

貨物自動車の乗務員に対しては、日常的に安全運転の徹底および過労運転の防止を行なっておりますが、

重大な交通事故が発生した場合には、損害賠償等により当事業の経営成績に悪影響をおよぼすほか、当社グ

ループの社会的信用が低下し、当事業の継続に支障をきたす可能性があります。 

(ニ) クレーム 

貨物自動車の乗務員に対しては、貨物の輸送にあたり質の高いサービスの提供を指導しておりますが、重

大なクレームが発生した場合には、クレーム処理費用の発生および信用の低下を招き、当社グループの経営

成績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ホ) 災害等 

当事業の顧客および物流拠点は主に新潟県および栃木県にあるため、これらの地域およびこれらの地域と

首都圏を結ぶ幹線上において、地震、台風、津波等自然現象による甚大な被害が発生した場合には、当事業

の遂行に支障をきたす可能性があります。 

(へ) 排気ガス規制 

近年、貨物自動車のディーゼル排気ガス規制など環境に係る規制が強化されており、当社グループはこれ

らの規制を遵守する体制をとっておりますが、今後さらなる環境規制の強化がある場合には、その対応のた

めの費用が発生し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ト) 法的規制 

当事業は、貨物自動車運送事業法、倉庫業法、道路運送車両法およびそれらに関連する各種法令により規

制を受けており、これらの法令に違反した場合には当事業の許可が取り消される場合もあります。 

(チ) 人材の確保 

当事業を安定的に維持し、さらに業容拡大していくためには、貨物自動車の乗務員の確保が不可欠であり

ますが、十分な人材が確保できない場合には、当事業の遂行に支障をきたす可能性があります。 

  

（産業機器関連事業） 

(イ) 製造責任 

当事業においては、製造物に起因する事故の防止には万全の体制をとっておりますが、全ての製品につい

て不具合が発生しないという保証はありません。このため、製造物責任保険に加入しリスク回避を図ってお

りますが、当該事故に対する補償額を保険で填補できない場合には、当社グループの経営成績に悪影響をお

よぼす可能性があります。 

(ロ) 特定販売先への依存 

当事業の主力製品である超音波診断装置につきましては、特定の大手医療機器メーカー向けのＯＥＭ事業

であります。当該メーカーとの取引関係は円滑に推移しておりますが、当該メーカーの外注政策の変更等に

より取引が解消された場合には売上高が減少し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性があり

ます。 



(ハ) 特定仕入先への依存 

一部の材料・部品については特定の仕入先に依存しており、当該仕入先における突発的な事故等が発生し

た場合には、材料・部品の仕入停止により生産高が減少し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可

能性があります。 

(ニ) 技術革新 

医療機器関連製品の市場は、技術革新のスピードが速く、他社から極めて画期的な製品が販売された場合

には、当事業の製品が陳腐化する結果、売上高が減少し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能

性があります。 

(ホ) 品質管理体制 

当事業においては、ＩＳＯ9001およびＩＳＯ13485の認証を取得して、製品の品質管理体制を整備しており

ます。これらの認証は定期的な認証継続の審査を受けておりますが、認証継続が不可となった場合には、認

証を前提とする多くの販売先との取引が減少し、当社グループの経営成績に悪影響をおよぼす可能性があり

ます。 

(へ) 災害等 

当事業においては、生産設備等の定期的な点検を実施してその維持管理に努めておりますが、地震、台

風、停電等により長期にわたり生産設備の稼働が停止した場合、さらに資産（建物、設備、棚卸資産など）

の喪失が生じた場合には、生産高・売上高の減少および原状回復費用の発生により当社グループの財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(ト) 法的規制 

当事業は、薬事法およびそれに関連する各種法令による規制を受けており、これらの法令に違反した場合

には当事業の許可が取り消される場合もあります。 

(チ) 人材の確保 

当事業を持続的に成長させるためには、新製品の開発が重要であり、そのためには技術者の確保が不可欠

でありますが十分な人材が確保できない場合には、当事業の成長に支障をきたす可能性があります。 

  

④ その他 

当社の猶予期間審査 

当社は平成16年４月１日に日産自動車株式会社より静岡日産自動車株式会社を買収し、子会社化した結果、

株式会社東京証券取引所から、当社株式は「新規上場審査に準じた審査を受けるための猶予期間」（以下、

「猶予期間」という。）入り銘柄の指定を受けました。猶予期間は、平成16年４月１日から平成20年３月31日

までであり、この期間内に新規上場審査基準に準じた審査に適合した場合には、猶予期間入り銘柄から解除さ

れることとなっております。 

当社は、猶予期間の解除に向けて、収益力の向上、財務基盤の安定化、コーポレート・ガバナンスの強化等

に積極的に取り組んでまいるとともに、平成18年３月期を基準年度とした審査を受けておりましたが、平成19

年３月期の連結業績が赤字の見通しとなったことで、平成18年３月期を基準年度とした審査においては解除に

至りませんでした。このため、株式会社東京証券取引所の規定により、猶予期間終了日の翌日である平成20年

４月１日から、当社株式は監理ポストに割当てられる予定です。 

しかし、当社は平成20年６月下旬に、平成20年３月期を基準年度とした審査の申請を行なう予定であり、今

後、利益基準(注)を満たし、審査に適合するよう鋭意努力してまいる所存であります。 

（注）利益基準 

なお、「株券上場審査基準」第４条（6）の「利益」については、「株券上場審査基準の取扱い」２

（6）をご参照ください。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

株券上場審査基準 第４条（6）利益の額 

次のａまたはｂに適合すること。 

ａ．最近２年間における利益の額が、最初の１年間は１億円以上、最近の1年間は４億円以上であ

ること。 

ｂ．最近３年間における利益の額が、最初の１年間は１億円以上、最近の１年間は４億円以上で

あり、かつ、最近３年間の利益の額の総額が６億円以上であること。 



６【研究開発活動】 

 当連結会計年度におきましては、当社グループの研究開発活動は産業機器関連事業においてのみ行なっておりま

す。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は１億71百万円であり、各関連機器別における研究開発活動の概要は以

下のとおりであります。 

(1）超音波診断装置関連製品 

従来から製造している超音波診断装置は、環境にやさしい製品造りを目指して鉛フリー、グリーン調達への

対応としての部品変更および設計変更を行なっております。また、超音波診断装置のキーボード開発に関しま

しては、従来のキーボード開発技術を応用して新規得意先への提案を積極的に行なった結果、当連結会計年度

末に受注いたしました。 

  

(2）バイオ関連製品 

バイオテクノロジーを応用した検査分野のハード機器の開発に注力しており、新規取引先の技術とのコラボ

レーションにより、粘弾性測定装置（食品・医薬部外品等の粘性・弾性等を測定するもの）、インキュベータ

（生物の組織培養などに使用される精密恒温槽）を開発し、試作機の納入を行ないました。 

また、同様にして医療・食品関係の研究所でＤＮＡ、食品などの成分分析に使用されるホモジナイザー（回

転式の細胞膜破砕装置）、希釈装置（分注機）に電子天秤を内蔵させ自動的に精度の高い希釈ができる秤量希

釈装置などを開発し、試作機の納入を行ないました。 

  

(3）特殊機器関連製品 

防衛省向け送受話器などの音響機器開発を主に行なってまいりましたが、新たに外部音聴取機能付イヤマフ

型ヘッドセットおよび野外部隊で無線機の検査・整備に使用する試験装置と無線機を接続するケーブル、負荷

抵抗器等をセットとした試験設備の開発を完了し製品の納入を行ないました。これは、従来の音響機器から新

たな分野に一歩踏み出したものとして注力し今後の製品展開での拡大につながるものと考えております。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、重要な会計方針に基づき見積りおよび仮定に基づく判断を継続

的に行なっております。 

 なお、見積り特有の不確実性があるため、見積りと実際の結果とは異なる可能性があります。特に以下に記載す

る事項につきましては、当社グループの連結財務諸表作成にあたり見積りおよび仮定に重要な影響をおよぼすと考

えております。 

①繰延税金資産 

 繰延税金資産につきましては、将来の税金負担額を軽減する効果が高いと認められる金額を計上しておりま

す。この判断にあたっては、毎期、将来の課税所得の十分性やタックスプランニングの実現可能性等について慎

重に検討しております。過年度に計上した繰延税金資産につきましても、将来の税金負担額を軽減する効果を有

していると見込まれなくなった場合には、過大となった金額を適時に取り崩すこととしており、一方、将来の税

金負担額をさらに軽減する効果を有していると見込まれた場合には、過少となっている金額を適時に積み増すこ

ととしております。 

②貸倒引当金の計上基準 

 貸倒引当金につきましては、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒れの実績等を勘

案した繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。なお、貸倒実績率につきましては、過去３年間の貸倒実績に基づいて算定しております。 

  

(2）資産・負債・純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は972億70百万円となり、前連結会計年度末に比べ391億22百万円の減少となり

ました。主な要因は、自動車販売関連事業の売却による減少280億34百万円（主な内訳：受取手形及び売掛金29億

22百万円、たな卸資産23億３百万円、有形固定資産 138億12百万円、のれん60億37百万円）、借入金の返済・法人

税等の支払による現金及び預金・預け金（自動車販売関連事業を除く）の減少138億21百万円、商品有価証券の増

加57億76百万円、営業投資有価証券の売却による減少54億55百万円であります。 

 当連結会計年度末における総負債は611億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ317億94百万円の減少となり

ました。主な要因は、自動車販売関連事業の売却による減少203億76百万円（主な内訳、支払手形及び買掛金99億

60百万円、短期借入金53億55百万円、長期借入金14億44百万円、退職給付引当金９億97百万）、受入担保金の増加

201億２百万円、短期借入金（自動車販売関連事業を除く）の返済による減少44億95百万円、信用取引未払金の支

払による減少179億44百万円、未払法人税等の支払による減少75億10百万円であります。 

当連結会計年度末における純資産は360億97百万円となり、前連結会計年度末に比べ73億28百万円の減少となり

ました。主な要因は、当期純損失24億66百万円の計上、自動車販売関連事業の売却による少数株主持分の減少42億

30百万円であります。この結果、自己資本比率は36.7％（前連結会計年度28.4％）、１株当たり純資産額は73.79

円（前連結会計年度79.87円）となりました。 

  

(3）当連結会計年度の経営成績の分析 

 第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (1)業績に記載のとおり、当連結会計年度の経営成績は、売上高の大幅

な減少に伴い営業利益△23億94百万円、経常利益△26億86百万円とともに損失を計上することとなりました。 

 その主な原因は、上場株式等投資事業において投資する株式価格が下落した結果に拠るものであります。 

  



(4）資金の源泉及び流動性についての分析 

 当社グループの資金状況につきましては、以下のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローにおいては、主に上場株式等投資事業における商品有価証券57億76百万円の

増加および信用取引未払金179億44百万円の減少により、134億20百万円の資金が流出いたしました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローにおいては、主に自動車販売関連事業の売却28億51百万円により、８億１百

万円の資金を獲得いたしました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、主に短期借入金24億５百万円の減少により、19億35百万円の資

金が流出いたしました。 

 以上の結果、当連結会計年度末における資金は前連結会計年度末に比べ145億51百万円少ない90億47百万円とな

り、これは当連結会計年度に引き続き、翌連結会計年度において上場株式等投資事業およびファンド事業における

事業資金の重要な一部になる予定であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度におきましては、当社グループの業容を拡大するため、ロジスティックス事業を中心に総額２億83

百万円の設備投資を実施いたしました。なお、当該金額には当上期に売却した自動車販売関連事業に係るものは含ん

でおりません。各セグメントにおける実施の状況は次のとおりであります。 

 ロジスティックス事業におきましては、老朽化した事業用車両の入替を中心に78百万円の設備投資を実施いたしま

した。 

 産業機器関連事業におきましては、主として試験設備等の増設など34百万円の設備投資を実施いたしました。 

 また、当上期において、自動車販売関連事業（静岡日産自動車株式会社、三河日産自動車株式会社等）の売却に伴

い、主要な設備124億47百万円が減少しております。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。なお、上記の金額には、消費税等は含まれてお

りません。 

２ 上表には建物・土地を中心に賃貸中の資産が673,382千円含まれております。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借およびリース設備として、以下のものがあります。 

   (1）提出会社 

   (2）国内子会社 

  

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数(名) 
外［臨時雇用
者］ 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

（東京都千代田区） 
全社（共通） 共通設備 27,982 43,983 ― 37,329 109,295 25 [４] 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 
外［臨時
雇用者］ 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬

具 

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

東武運輸プリヴェ㈱ 
本社他 

(新潟県長岡市) 

ロジスティックス

事業 
運輸事業設備等 945,953 224,909

1,315,461

(89,173)
21,769 2,508,094 528 [151]

神田通信工業㈱ 
千葉事業所他 

(千葉県印西市) 
産業機器関連事業 

産業機器生産設備

等 
268,202 12,880

336,206

(4,868)
42,787 660,076 78 [ １]

事業の種類別セグメントの状況 設備の内容 
年間賃借料及びリース料 

（千円） 

全社（共通） 本社事務所、駐車場、車両等 173,867 

事業の種類別セグメントの状況 設備の内容 
年間賃借料及びリース料 

（千円） 

ロジスティックス事業 店舗・倉庫・駐車場用土地、建物等 274,354 

産業機器関連事業 建物等 18,076 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

神田通信工業㈱ 
千葉事業所 

(千葉県印西市) 
産業機器関連事業  什器備品等 56,850 12,850 

自己資金、

借入金  
平成18年５月 平成20年５月 

神田通信工業㈱ 
千葉事業所 

(千葉県印西市) 
産業機器関連事業  

試験設備・

什器備品等 
155,000 ― 

自己資金、

借入金  
平成19年６月 平成21年３月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,400,000,000 

計 1,400,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 483,976,283 483,976,283 東京証券取引所市場第二部 ― 

計 483,976,283 483,976,283 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

平成16年９月13日臨時株主総会決議 

 （注）１ １個当たりの目的となる株式数1,000株 

２ 新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行なわれる場合、１株当たりの払込金額は、分割または

併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行なう場合（新株

予約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数 19,680個（注）１  同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数       ―       ―  

新株予約権の目的となる株式の種類       普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 19,680,000株  同左  

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり1,250円 

（注）２ 
同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年９月23日から 

平成21年９月22日まで 

とします。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   1,250円 

資本組入額   625円 

       （注）２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 権利の譲渡、質入その

他の処分および相続は認

めません。ただし、取締

役会で承認した場合はこ

の限りではありません。 

２ その他の条件について

は、平成16年９月13日に

開催した臨時株主総会お

よび平成16年９月13日に

開催した取締役会決議に

基づき、当社と新株予約

権者との間で定めるとこ

ろによります。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要しま

す。 

同左 

代用払込みに関する事項   ―   ―  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ―  ― 

        既発行

株式数
＋

新規発行または

処分株式数 
×

１株当たり払込金額または

処分価額 

調整後１株当

たり払込金額 
＝ 

調整前１株当

たり払込金額 
× 

新規発行または処分前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



平成17年６月29日定時株主総会決議 

 （注）１ １個当たりの目的となる株式数1,000株 

２ 新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行なわれる場合、１株当たりの払込金額は、分割または

併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行なう場合（新株

予約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数   47,960個（注）１ 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      47,960,000株   同左     

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり310円 

（注）２ 

  同左 

  

新株予約権の行使期間 

平成18年４月26日から 

平成23年４月25日まで 

とします。 

    同左 

  

  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格    310円 

 資本組入額   155円 

      （注）２ 

  

     同左 

  

新株予約権の行使の条件 

１ 権利の譲渡、質入その

他の処分および相続は認

めません。ただし、取締

役会で承認した場合はこ

の限りではありません。 

２ その他の条件について

は、平成17年６月29日に

開催した定時株主総会お

よび新株予約権発行の取

締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間

で定めるところによりま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要しま

す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― ―  

        既発行

株式数
＋

新規発行または

処分株式数 
×

１株当たり払込金額または

処分価額 

調整後１株当

たり払込金額 
＝ 

調整前１株当

たり払込金額 
× 

新規発行または処分前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。  

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ ①株式分割（１：10）による増加（平成16年５月21日付）        317,379,987株 

②新株予約権の行使による増加                     20,240,000株 

      発行価格100円 

      資本組入額50円 

２ 当事業年度における発行済株式総数の増加は下記の通りであります。 

 ①転換社債型新株予約権付社債の転換に伴う新株予約権の行使による増加 104,851,853株     

②新株予約権の行使による増加                     6,200,000株 

      発行価格100円 

      資本組入額50円 

３ 当事業年度における発行済株式総数の増加は下記の通りであります。 

新株予約権の行使による増加                        40,000株 

      発行価格100円 

      資本組入額50円 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式19,554株は、「個人その他」に19単元および「単元未満株式の状況」に554株を含めて記載してお

ります。なお、当該株式は株主名簿記載の株式数であり、実保有株式数と同数であります。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が304単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成15年８月29日～ 

平成16年３月31日 
― 35,264,443 ― 500,000 ― 47,213 

平成16年４月１日～ 

平成17年３月31日 

（注）１ 

337,619,987 372,884,430 1,012,000 1,512,000 1,012,000 1,059,213 

平成17年４月１日～ 

平成18年３月31日 

（注）２ 

111,051,853 483,936,283 15,351,692 16,863,692 15,268,307 16,327,520 

平成18年４月１日～  

平成19年３月31日 

（注）３ 

40,000 483,976,283 2,000 16,865,692 2,000 16,329,520 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 10 51 408 65 15 36,595 37,144 ― 

所有株式数

（単元） 
― 5,391 15,649 163,055 35,993 210 263,633 483,931 45,283 

所有株式数の

割合（％） 
― 1.12 3.23 33.69 7.44 0.04 54.48 100.00 ― 



(6）【大株主の状況】 

（注）１ ケンゾー・インベストメント㈱は、平成18年６月30日に㈱プリヴェチューリッヒ証券グループ本社より商号変

更しております。 

２ ＫＥＮＺＯアセットマネジメント㈱は平成18年６月30日にプリヴェチューリッヒアセット・マネジメント㈱よ

り商号変更しております。 

３ ＫＥＮＺＯアセットマネジメント㈱の所有株式数には、同社の指図により議決権行使されることとなっている

ＰＢ包括信託受託者エス・ジー・信託銀行㈱（プリヴェチューリッヒアセット・マネジメント㈱口）所有の株

式（100千株）が含まれております。 

４ ベイリー・ギフォード・アンド・カンパニーから平成19年２月20日付けで株券等の大量保有報告書の提出があ

り、平成19年２月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末現

在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記表には含めておりません。 

 なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。  

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

ケンゾー・インベストメント株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２－５ 80,170 16.56 

ＫＥＮＺＯアセットマネジメント株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２－５ 73,500 15.19 

バンク オブ ニユーヨーク ヨーロッパ  

リミテッド １３１７０５ 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行兜町証券決済事務室） 

６７ ＬＯＭＢＡＲＤ ＳＴＲＥＥＴ  

ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ３Ｐ ３ＤＬ 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

15,191 3.14 

モルガン・スタンレーアンドカンパニーインク 

（常任代理人 モルガン・スタンレー証券株式

会社証券管理本部オペレーション部門） 

１５８５ ＢＲＯＡＤＷＡＹ  

ＮＥＷ ＹＯＲＫ，ＮＥＷ ＹＯＲＫ  

１００３６，Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３） 

5,550 1.15 

サジャップ 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行決

済事業部） 

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ２９９２ ＲＩＹＡＤＨ 

１１１６９ ＫＩＮＧＤＯＭ ＯＦ 

ＳＡＵＤＩ ＡＲＡＢＩＡ 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

4,837 1.00 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 3,784 0.78 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 2,418 0.50 

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目17－６ 1,892 0.39 

ステート ストリート バンク アンド トラスト 

カンパニー ５０５２１１ 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行兜町証券決済事務室）  

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ 

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ  

０２１０１ Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

1,637  0.34 

ドイチェ バンク アーゲー ロンドン ピービー 

ファーム アカウント ６１４ 

（常任代理人 ドイツ証券株式会社） 

ＴＡＵＮＵＳＡＮＬＡＧＥ １２， 

Ｄ－６０３２５ ＦＲＡＮＫＦＵＲＴ  

ＡＭ ＭＡＩＮ，ＦＥＤＥＲＡＬ  

ＲＥＰＵＢＬＩＣ ＯＦ ＧＥＲＭＡＮＹ 

（東京都千代田区永田町２丁目11－１） 

1,563  0.32 

計 ― 190,542  39.37 

大量保有者  保有株式数（株） 株式保有割合（％） 

ベイリー・ギフォード・アンド・カンパニー 20,023,000 4.14 

ベイリー・ギフォード・オーバーシーズ・リミテッド 5,945,000 1.23 

合計 25,968,000 5.37 



５ モルガン・スタンレー証券株式会社から平成19年１月22日付けで株券等の大量保有報告書（変更報告書）の提

出があり、平成19年１月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年

度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記表には含めておりません。 

 なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。  

６ ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成19年１月12日付けで株券等の大量保有報告書（変更報告書）の

提出があり、平成18年12月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業

年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記表には含めておりません。

 なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。  

  

大量保有者  保有株式数（株） 株式保有割合（％） 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポ

レーテッド  
12,787,900 2.64 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 
1,279,968 0.26 

合計 14,067,868 2.91 

大量保有者  保有株式数（株） 株式保有割合（％） 

ゴールドマン・サックス証券株式会社 7,210,000 1.49 

Goldman Sachs International 13,736,300 2.84 

Goldman Sachs & Co. 1,277,000 0.26 

合計 22,223,300 4.59 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が304,000株（議決権304

個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 554株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

19,000 
― 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

483,912,000 
483,912  同上 

単元未満株式 
普通株式 

45,283 
― 同上 

発行済株式総数 483,976,283 ― ― 

総株主の議決権 ― 483,912  ― 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

プリヴェ企業投資 

ホールディングス㈱ 

東京都千代田区霞

が関３丁目２－５ 
19,000 ― 19,000 0.00 

計 － 19,000 ― 19,000  0.00 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ

20および旧第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は以下のとおりであります。 

①平成16年９月13日開催の臨時株主総会において決議したもの 

②平成17年６月29日開催の定時株主総会において決議したもの 

  

決議年月日 

本新株予約権の発行については、平成16年９月13日

開催の当社臨時株主総会および平成16年９月13日開

催の当社取締役会においてその発行の決議をしてお

ります。 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役             １名 

当社監査役             ２名 

子会社取締役            ８名 

子会社監査役            ２名 

当社のアドバイザー         ２社 

その他当社グループ会社の取締役等  420名 

合計                435名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項    ―   

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項    ―   

決議年月日 

本新株予約権の発行については、平成17年６月29日

開催の当社定時株主総会および平成18年４月17日開

催の当社取締役会においてその発行の決議をしてお

ります。 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役             ５名 

当社監査役             ４名 

当社従業員             ７名 

当社特別顧問            ２名 

合計                 18名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数  同上  

新株予約権の行使時の払込金額  同上  

新株予約権の行使期間  同上  

新株予約権の行使の条件   同上   

新株予約権の譲渡に関する事項   同上   

代用払込みに関する事項    ―   

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ―  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

  

 【株式の種類等】 

  

 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得および 

 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 
   

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 4,030 553,623 

当期間における取得自己株式  100 10,200 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行なった取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行なった取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行な

った取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
― ― ― ― 

保有自己株式数 19,554 ― 100 ― 



３【配当政策】 

当社は、業績に連動した配当および継続的な配当の実施を基本方針とし、財務体質の強化、内部留保の確保等を

総合的に勘案し、株主の皆様に利益還元していくこととしております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当ができる旨を定款に定めており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当期につきましては、第４回定時株主総会において１株当たり１円の配当を実施することを決定いたしました。

今後も業績の向上を図り、株主の皆様にさらなる利益還元を実施していく所存であります。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

２ ※は平成16年３月31日現在の株主に対して実施いたしました株式分割による権利落後の最高・最低株価を示

しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

決議年月日 配当の総額 １株当たり配当額 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
483,956千円 １円00銭 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 
3,730 

※650 
1,243 466 268 

最低（円） 
1,360 

※470 
355 199 77 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 128 117 101 100 155 147 

最低（円） 101 85 77 80 90 118 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 CEO 松村 謙三 昭和33年12月11日生 

昭和57年３月 成蹊大学法学部卒業 

(注)４ 3 

昭和60年８月 ジャーディン・フレミング証券株式会社

入社 

昭和62年９月 スミスバーニー証券入社 

平成９年８月 プリヴェチューリッヒ証券株式会社設立 

平成14年12月 プリヴェチューリッヒグループ株式会社

代表取締役社長 

プリヴェチューリッヒ企業再生株式会社

代表取締役会長 

平成15年８月 当社代表取締役（CEO）就任（現任） 

取締役 Co－COO 氷室 誠治 昭和34年６月４日生 

昭和57年３月 慶應義塾大学商学部卒業 

(注)４ ― 

昭和57年４月 大和証券株式会社入社 

昭和61年６月 ソロモン・ブラザーズ・アジア証券会社

東京支店入社 

平成10年７月 プリヴェチューリッヒ証券株式会社入社 

平成14年12月 プリヴェチューリッヒ企業再生株式会社

取締役副社長 

プリヴェチューリッヒグループ株式会社

取締役副社長 

平成15年８月 当社取締役（Co－COO）就任（現任） 

取締役 Co－COO 平田 隆明 昭和34年３月30日生 

昭和58年３月 一橋大学商学部経営学科卒業 

(注)４ 20 

昭和58年４月 野村證券株式会社入社 

平成14年７月 プリヴェチューリッヒ証券株式会社入社 

平成14年12月 プリヴェチューリッヒ企業再生株式会社

常務取締役 

平成15年８月 当社取締役（Co－COO）就任（現任） 

取締役 Co－COO 清野 真司  昭和25年10月25日生 

昭和48年３月 東北大学経済学部卒業 

(注)４ ― 

昭和48年４月 株式会社三和銀行入行 

平成９年２月 同行営業本部第二部長 

平成12年１月 同行審査第一部長 

平成13年１月 株式会社ダイエー取締役 

平成16年10月 同社代表取締役専務 

平成18年６月 当社取締役（Co－COO）就任 

平成18年９月 当社取締役（CFO）就任 

平成19年６月 当社取締役（Co－COO）就任（現任） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 CIO 吉武 將直  昭和34年６月25日生 

昭和58年３月 中央大学法学部卒業 

(注)４ ― 

平成２年１月 シュローダーインベストメントマネジメ

ントジャパン 

平成４年７月 クラインオートベンソンインベストメン

トマネジメントジャパンファンドマネー

ジャー 

平成９年10月 ドレスナーＲＣＭグローバルインベスタ

ーズジャパン 

平成10年７月 明治ドレスナーアセットマネジメント 

シニアポートフォリオマネージャー 

平成16年８月 アリアンツグローバルインベスターズジ

ャパン 取締役兼シニアポートフォリオ

マネージャー 

平成17年11月 当社常務執行役員 

平成18年６月 当社取締役（CIO）就任（現任） 

取締役 CFO 田中 康仁  昭和39年７月31日生 

昭和62年３月 慶應義塾大学法学部卒業 

(注)５ ― 

昭和62年4月 株式会社住友銀行入行 

平成17年7月 当社入社 

平成17年11月 当社執行役員 

平成18年９月 当社常務執行役員財務部長 

平成19年６月 当社取締役（CFO）就任（現任） 

取締役 － 辻 一馬 昭和41年８月22日生 

平成元年３月 一橋大学法学部卒業 

(注)５ 20 

平成元年４月 大和証券株式会社入社 

平成13年１月 プリヴェチューリッヒ証券株式会社入社 

平成13年10月 同社取締役 

平成14年12月 プリヴェチューリッヒ証券株式会社取締役 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

常勤監査役 － 岩佐 竹治 昭和13年８月３日生 

昭和36年３月 小樽商科大学商学部卒業 

(注)２ 40 

昭和36年４月 野村證券株式会社入社 

昭和49年11月 日本合同ファイナンス株式会社入社 

昭和63年６月 同社取締役経営情報担当 

平成３年６月 同社常務取締役 

平成９年６月 株式会社ジャフコ常務取締役 

平成14年10月 プリヴェチューリッヒ証券株式会社顧問 

平成15年８月 当社常勤監査役就任（現任） 

 



 （注）１ 監査役 岩佐竹治、小泉信の２氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

３ 平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

４ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役 － 河合 俊彦 昭和14年６月12日生 

昭和38年３月 武蔵工業大学工学部経営工学科卒業 

(注)２ 50 

昭和38年４月 富士通株式会社入社 

昭和56年12月 同社交換事業本部事業管理部生産部長 

平成２年６月 同社交換事業本部主席部長（製造部門担

当） 

平成８年10月 同社通信事業推進本部長代理（製造担

当）兼小山工場長 

平成10年10月 神田通信工業株式会社入社特別顧問 

平成10年12月 同社代表取締役社長 

平成15年６月 同社特別顧問 

平成16年６月 当社監査役 

平成18年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

監査役 － 小泉 信 昭和15年１月18日生 

昭和38年３月 東京大学法学部卒業 

(注)３ ― 

昭和38年４月 富士通株式会社入社 

平成３年６月 同社情報教育推進部長 

平成８年６月 株式会社富士通経営研修所代表取締役社

長 

平成12年６月 株式会社富士通研究所常勤監査役 

平成13年６月 富士通株式会社常勤監査役 

平成16年６月 同社常任顧問 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

        計   133 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営の基本方針に掲げております企業価値の最大化を図るため、コーポレート・ガバナンスの強化・充

実が重要な経営課題の一つであると考えております。 

 その実現のために、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施するとともに、適時適切な情報開示

により、公正で透明性の高い経営の実現に取り組むことが、当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考

え方であります。 

(2）内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関および組織 

・経営環境の変化に対して迅速な意思決定を図るため、必要に応じて機動的に取締役会を開催しております。 

・監査役会は、会計監査人、顧問弁護士、内部監査部との情報交換による連携を図っております。 

・内部監査部は、当社および子会社の遂行状況を評価・検討し、その結果を取締役会に報告するとともに、必要に

応じて改善の助言を行っております。 

②コンプライアンス体制 

・倫理規程およびコンプライアンス規程を当社のコンプライアンス体制の基盤とし、すべての役員および従業員に

対してその徹底を図っております。 

・「コンプライアンス推進委員会」を随時開催し、その強化を図るとともに、企業倫理ヘルプライン制度および内

部通報制度により法令違反や不正行為等の早期発見と是正を図ることとしております。 

③リスク管理体制 

・当社グループを取り巻くさまざまなリスクに対し、リスク管理規程に従ってリスクの認識、評価・分析、処理等

といった一連のリスクマネジメント手続きを確実に実践し、平常時からリスクの低減および危機の未然防止を図

っております。 

・「リスクマネジメント委員会」を随時開催し、その強化を図るとともに、重大リスクが顕在化した場合は、危機

管理規程に従って迅速かつ適切に対応することとしております。 

④情報管理体制 

・企業機密に関する情報または業務上知り得た情報については、倫理規程、内部者取引防止規程、適時開示規程お

よび個人情報管理規程により厳重に管理することを役員および従業員に徹底しております。 

・各種情報は、文書管理規程に従い適切かつ確実に保存・管理しております。 

⑤企業集団における業務の適正性を確保するための体制 

・関係会社管理規程等により子会社における経営上の重要な意思決定を管理しております。 

・原則として当社より子会社へ役員を派遣し、子会社における適正な経営の実施状況および業務の進捗状況につい

て、日常的にモニタリングを実施しております。さらに、月一回当社取締役会において、各子会社の業務執行状

況についての報告を受けることとしております。 

・当社の内部監査部は、子会社に対する定期的な内部監査を実施し、企業集団全体の業務の適正性を検証しており

ます。 

⑥取締役および監査役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役および監査役（取締役および監査

役であった者も含む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる

旨を定款に定めております。 

⑦取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

⑧取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

⑨株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうことを目的とするものでありま

す。 



 これを図示すると次の通りであります。(平成19年６月28日現在） 

  

(3）役員報酬及び監査報酬 

①役員報酬 

 当期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

②監査報酬 

 当期における当社および連結子会社の太陽ＡＳＧ監査法人に対する監査報酬は次のとおりであります。 

(4）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

 当社の社外監査役と当社との利害関係はありません。 

(5）会計監査の状況 

 当社は太陽ＡＳＧ監査法人と会社法および証券取引法に基づく監査契約を締結しております。当期に会計監査業

務を執行した公認会計士は稲村榮典氏、小坂義人氏であり、監査業務に係わる補助者は公認会計士７名、会計士補

５名、その他３名であります。 

取締役に支払った報酬   1,104,456千円 

監査役に支払った報酬   94,783千円 

計   1,199,239千円 

監査証明に係る報酬   33,000千円 

その他の報酬   ― 千円 

計   33,000千円 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表および前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表ならびに当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表および当事業年度（平成18年４月１日から平

成19年３月31日まで）の財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※２ 20,684,363 9,131,777 

２ 預け金 2,979,344 ― 

３ 受取手形及び売掛金   5,685,508 2,535,667 

４ 商品有価証券 ※2,3 68,594,332 74,370,388 

５ 営業投資有価証券 ※１ 5,455,907 ― 

６ たな卸資産 2,668,712 306,638 

７ 繰延税金資産 1,000,000 92,710 

８ その他 ※２ 1,980,869 3,978,333 

９ 貸倒引当金 △42,704 △21,734 

流動資産合計 109,006,334 79.9 90,393,780 92.9

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1）建物及び構築物 ※２ 13,051,055 3,476,310   

減価償却累計額 △7,963,275 5,087,779 △2,219,661 1,256,648 

(2）機械装置及び運搬具 5,063,765 2,743,069   

減価償却累計額 △3,692,961 1,370,803 △2,438,248 304,821 

(3）工具器具及び備品 1,616,500 506,685   

減価償却累計額 △1,290,778 325,721 △382,400 124,284 

(4）土地 ※2,4 11,185,385 2,403,862 

有形固定資産合計 17,969,691 13.2 4,089,616 4.2

２ 無形固定資産   

(1）連結調整勘定 7,109,183 ― 

(2）のれん ― 994,247 

(3）その他 168,873 102,346 

無形固定資産合計 7,278,056 5.3 1,096,594 1.2

３ 投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※1,2 490,707 129,996 

(2）長期貸付金 2,883 ― 

 



  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

(3）賃貸不動産 ※８ 384,065 384,065   

減価償却累計額 △162,593 221,472 △170,676 213,389 

(4）繰延税金資産 324,651 9,819 

(5）その他   999,703 1,272,585 

(6）貸倒引当金 △51,212 △43,765 

投資その他の資産合計 1,988,205 1.5 1,582,025 1.6

固定資産合計 27,235,953 20.0 6,768,236 7.0

Ⅲ 繰延資産   

１ 創立費 ― 6,659 

２ 開業費 20,088 34,416 

３ 新株発行費 105,078 ― 

４ 株式交付費 ― 54,566 

５ 社債発行費 25,333 12,666 

繰延資産合計 150,499 0.1 108,309 0.1

資産合計 136,392,788 100.0 97,270,326 100.0

    
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  11,717,270 1,303,799 

２ 短期借入金 ※2,9 16,044,281 6,193,136 

３ 受入担保金 ※２ 15,722,680 35,824,977 

４ 信用取引未払金 ※2,9 31,274,251 13,330,030 

５ 未払法人税等  7,937,836 184,128 

６ 繰延税金負債  111,553 ― 

７ 未払費用  809,861 303,644 

８ 賞与引当金  554,883 123,388 

９ 盗難損失引当金  236,211 ― 

10 その他   1,068,511 280,435 

流動負債合計  85,477,340 62.7 57,543,539 59.2

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  1,000,000 1,000,000 

２ 長期借入金 ※２ 3,165,584 1,431,298 

３ 繰延税金負債  642,688 185,294 

４ 退職給付引当金  1,408,405 441,465 

５ 役員退職慰労引当金  ― 48,948 

６ 預り保証金   489,818 466,003 

７ その他   783,889 55,923 

固定負債合計  7,490,386 5.5 3,628,934 3.7

Ⅲ 特別法上の準備金    

証券取引責任準備金 ※10 ― 839 

特別法上の準備金合計  ― ― 839 0.0

負債合計  92,967,726 68.2 61,173,312 62.9

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  4,655,929 3.4 ― ―

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５ 16,863,692 12.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  19,706,241 14.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  2,584,986 1.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４ △401,492 △0.3 ― ―

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

 21,387 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６ △5,682 △0.0 ― ―

資本合計  38,769,132 28.4 ― ―

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

 136,392,788 100.0 ― ―

     

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   ― ― 16,865,692 17.3

２ 資本剰余金   ― ― 19,708,541 20.3

３ 利益剰余金   ― ― △485,498 △0.5

４ 自己株式   ― ― △6,091 △0.0

  株主資本合計   ― ― 36,082,643 37.1

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券 
評価差額金 

  ― ― 27,711 0.0

２ 土地再評価差額金 ※４ ― ― △401,492 △0.4

３ 為替換算調整勘定   ― ― 2,666 0.0

  評価・換算差額等合計   ― ― △371,114 △0.4

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 385,484 0.4

純資産合計   ― ― 36,097,013 37.1

負債純資産合計   ― ― 97,270,326 100.0

               



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％） 

Ⅰ 売上高       

１ 自動車販売関連事業 
売上高 

47,038,712   20,025,886     

２ 上場株式等投資事業 
売上高 

※３ 10,883,164   7,365,378     

３ その他   14,625,769 72,547,645 100.0 10,501,144 37,892,409 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２       

１ 自動車販売関連事業 
売上原価 

37,364,781   15,906,594     

２ 上場株式等投資事業 
売上原価 

※４ 2,151,214   7,020,734     

３ その他 13,101,978 52,617,974 72.5 9,449,863 32,377,191 85.4 

売上総利益   19,929,670 27.5 5,515,217 14.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 11,393,063 15.7 7,909,650 20.9 

営業利益又は 
営業損失（△） 

8,536,606 11.8 △2,394,433 △6.3 

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息 1,292   3,448     

２ 受取配当金 6,907   2,422     

３ 不動産収入 ※５ 192,904   14,660     

４ 為替差益 12,962   ―     

５ 持分法による 
投資利益 

35,546   18,571     

６ 退職給付会計基準 
変更時差異償却 

―   8,551     

７ その他 77,723 327,337 0.5 48,435 96,089 0.2 

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息 184,654   186,902     

２ 新株発行費償却 62,936   ―     

３ 株式交付費償却 ―   56,071     

４ 不動産費用 59,015   16,838     

５ 退職給付会計基準 
変更時差異償却 

13,150   ―     

６ 減価償却費 2,578   ―     

７ その他 154,630 476,965 0.7 127,933 387,746 1.0 

経常利益又は 
経常損失（△） 

8,386,978 11.6 △2,686,090 △7.1 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％） 

Ⅵ 特別利益       

１ 貸倒引当金戻入益 4,845   3,011     

２ 賃貸不動産売却益 1,410,066   ―     

３ 賞与引当金戻入益 ※６ 19,088   28,247     

４ 退職金制度変更益   492,094   ―     

５ 自動車販売関連事業 
売却益  

  ―   1,154,824     

６ その他 ※７ 138,167 2,064,263 2.8 31,270 1,217,354 3.2 

Ⅶ 特別損失       

１ たな卸資産廃却損 ※８ 235,945   1,234     

２ 固定資産売却損 ※９ 1,081   5,381     

３ 固定資産除却損 ※10 132,008   27,118     

４ 減損損失 ※11 372,840   39,974     

５ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

  ―   44,694     

６ 中国事業関連損失 378,551   ―     

７ 盗難損失引当金 
繰入額 

136,211   ―     

８ 盗難損失 ※12 ―   86,211     

９ その他 199,725 1,456,364 2.0 51,198 255,812 0.7 

税金等調整前当期純利益又

は税金等調整前当期純損失

（△） 
8,994,877 12.4 △1,724,549 △4.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

8,430,263 237,131   

法人税等調整額 △1,696,038 6,734,224 9.2 600,882 838,014 2.2 

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

△29,146 △0.0 △95,999 △0.3 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

2,289,799 3.2 △2,466,563 △6.5 

    



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  4,437,933

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  新株予約権の行使によ
る新株式の発行 

 15,268,307 15,268,307

Ⅲ 資本剰余金期末残高  19,706,241

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △1,581,007

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  2,289,799

２ 土地再評価差額金取崩額  1,878,056 4,167,855

Ⅲ 利益剰余金減少高  

  役員賞与  1,861 1,861

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,584,986

   



連結株主資本等変動計算書 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
 （千円）

16,863,692 19,706,241 2,584,986 △5,682 39,149,237 

連結会計年度中の変動額          

 新株の発行 2,000 2,000     4,000 

剰余金の配当（注）     △483,920   △483,920 

役員賞与（注）     △120,000   △120,000 

当期純損失     △2,466,563   △2,466,563 

自己株式の売却   299   45 345 

自己株式の取得       △455 △455 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（千円）

2,000 2,299 △3,070,484 △409 △3,066,594 

平成19年３月31日 残高 
 （千円）

16,865,692 19,708,541 △485,498 △6,091 36,082,643 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
 （千円）

21,387 △401,492 ― △380,105 4,655,929 43,425,062 

連結会計年度中の変動額            

  新株の発行           4,000 

剰余金の配当（注）           △483,920 

役員賞与（注）           △120,000 

当期純損失           △2,466,563 

自己株式の売却            345 

自己株式の取得           △455 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

6,324 ― 2,666 8,990 △4,270,444 △4,261,453 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円）

6,324 ― 2,666 8,990 △4,270,444 △7,328,048 

平成19年３月31日 残高 
（千円）

27,711 △401,492 2,666 △371,114 385,484 36,097,013 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

１ 税金等調整前当期純利益 8,994,877 △1,724,549

２ 減価償却費 1,124,552 682,975

３ 繰延資産償却 82,438 78,053

４ 連結調整勘定償却額 394,286 ―

５ のれん償却額 ― 223,833

６ 持分法による投資損益（△は益） △35,546 △18,571

７ 賞与引当金の増減額（△は減少） △92,996 △26,606

８ 貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,400 △10,380

９ 退職給付引当金の増減額（△は減少） △942,093 △11,109

10 役員退職慰労引当金の増減額（△は減
少） 

― 48,948

11 製品保証引当金の増減額（△は減少） △27,000 ―

12 盗難損失引当金の増減額（△は減少） 136,211 △236,211

13 受取利息及び受取配当金 △8,200 △5,870

14 支払利息 184,654 186,902

15 為替差損益（△は益） △9,316 ―

16 退職金制度変更損益（△は益）  △492,094 ―

17 自動車販売関連事業売却益 ― △1,154,824

18 有形固定資産売却損益（△は益） △2,945 △23,840

19 有形固定資産除却損 132,008 27,118

20 賃貸不動産売却損益（△は益）  △1,410,066 ―

21 減損損失  372,840 39,974

22 中国事業関連損失 378,551 ―

23 たな卸資産廃却損 235,945 1,234

24 売上債権の増減額（△は増加） 709,632 707,245

25 商品有価証券の増減額（△は増加）  △68,594,332 △5,776,056

26 営業投資有価証券の増減額（△は増加） △4,258,536 5,231,617

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

27 たな卸資産の増減額（△は増加） 895,047 732,749

28 短期差入保証金の増減額（△は増加） ― △2,210,000

29 仕入債務の増減額（△は減少） △669,674 △3,547,241

30 受入担保金の増減額（△は減少） ― 20,102,297

31 信用取引未払金の増減額（△は減少） 30,115,593 △17,944,220

32 その他 △157,506 △1,004,282

小計 △32,950,069 △5,630,812

33 利息及び配当金の受取額 8,187 253,115

34 利息の支払額 △208,250 △178,821

35 法人税等の支払額 △3,114,106 △7,863,769

営業活動によるキャッシュ・フロー △36,264,238 △13,420,288

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

１ 定期預金の預入による支出 ― △29,279

２ 有形固定資産取得による支出 △2,506,998 △1,126,448

３ 有形固定資産売却による収入 8,504 16,637

４ 投資有価証券取得による支出 △692 △628

５ 投資有価証券売却による収入 60 3,350

６ 賃貸不動産の売却による収入  4,939,518 ―

７ 賃貸不動産の運用による収入 192,904 14,660

８ 貸付による支出 △200,484 ―

９ 貸付金の回収による収入 207,800 1,267

10 子会社株式等の取得による収入 1,484,996 ―

11 自動車販売関連事業の売却による収入 ※３ ― 2,851,657

12 その他 △443,702 △930,119

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,681,906 801,097

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

１ 短期借入金の増減額（△は減少）  3,195,211 △2,405,000

２ 長期借入による収入 2,515,000 1,315,000

３ 長期借入金の返済による支出 △5,974,599 △358,831

４ 受入担保金の増減額（△は減少） 15,722,680 ―

５ 株式発行による収入 620,000 4,000

６ 社債発行による収入  1,000,000 ―

７ 自己株式の取得による支出 △3,251 △455

８ 配当金の支払 ― △483,920

９ その他  △191,194 △5,930

財務活動によるキャッシュ・フロー 16,883,844 △1,935,137

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 9,316 2,504

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △15,689,170 △14,551,824

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 39,288,531 23,599,360

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 23,599,360 9,047,536



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数 20社 

(1）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数 ８社 

主要な連結子会社名 

プリヴェチューリッヒ 

   キャピタルマネジメント㈱ 

プリヴェチューリッヒ 

   キャピタルファンド１号投資事業組合 

㈲プリヴェチューリッヒ投資組合 

プリヴェチューリッヒ 

   キャピタルファンド２号投資事業組合 

プリヴェチューリッヒ企業再生㈱ 

ＰＺ16号投資事業組合 

ＰＺモータース㈱ 

静岡日産自動車㈱ 

ＰＺモータース２㈱ 

ＰＺ５号投資事業組合 

三河日産自動車㈱ 

神田通信工業㈱ 

ＰＺ運輸㈱ 

東武運輸プリヴェチューリッヒ㈱ 

主要な連結子会社名 

プリヴェキャピタルマネジメント㈱ 

プリヴェ証券㈱ 

Privée Capital Management Hawaii, LLC 
東武運輸プリヴェ㈱ 

神田通信工業㈱ 

連結子会社であった、㈱東武運輸栃木と㈱東武運

輸新潟は、平成17年５月１日付で合併し、社名を東

武運輸プリヴェチューリッヒ㈱に変更しておりま

す。 

プリヴェチューリッヒキャピタルマネジメント㈱

の株式を新たに取得し、当連結会計年度より連結の

範囲に含めておりますが、平成17年８月９日の取得

のため下半期の財務諸表のみを連結しております。 

プリヴェチューリッヒキャピタルファンド１号投

資事業組合、㈲プリヴェチューリッヒ投資組合、プ

リヴェチューリッヒキャピタルファンド２号投資事

業組合を新たに設立し、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。 

㈱ケーイーエス、プリヴェチューリッヒファンド

㈱および清和自動車㈱は、当連結会計年度に株式を

売却し連結の範囲より除外しております。 

プリヴェ証券㈱を新たに設立し、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。 

Privée Capital Management Hawaii, LLCは、重要

性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に

含めることといたしました。 

連結子会社であった、ＰＺ16号投資事業組合、Ｐ

Ｚモータース㈱、静岡日産自動車㈱、静岡日産サー

ビス㈱、ＰＺ５号投資事業組合、三河日産自動車

㈱、㈱カーメイク岡崎および㈱オフィスサポートセ

ンターは、当連結会計年度に全株式・出資持分を売

却したことにより連結の範囲より除外しておりま

す。ただし、中間損益計算書および中間キャッシ

ュ・フロー計算書のみ連結しております。 

連結子会社であった、㈲プリヴェ投資組合、プリ

ヴェ企業投資㈱およびプリヴェモータース２㈱は、

当連結会計年度に連結子会社であるプリヴェキャピ

タルマネジメント㈱に吸収合併されました。 

連結子会社であった、㈱ケーエムティは、当連結

会計年度に清算結了し連結の範囲より除外しており

ます。 

連結子会社であった、プリヴェキャピタルファン

ド１号投資事業組合、プリヴェキャピタルファンド

２号投資事業組合は、当連結会計年度に解散し連結

の範囲より除外しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  プリヴェチューリッヒキャピタルマネジメント

㈱、プリヴェチューリッヒキャピタルファンド１号

投資事業組合、プリヴェチューリッヒキャピタルフ

ァンド２号投資事業組合、バーンズ証券㈱、ＰＺ運

輸㈱、東武運輸プリヴェチューリッヒ㈱、ＰＺモー

タース２㈱、プリヴェチューリッヒ企業再生㈱、㈲

プリヴェチューリッヒ投資組合は、それぞれ次のよ

うに商号を変更いたしました。プリヴェキャピタル

マネジメント㈱、プリヴェキャピタルファンド１号

投資事業組合、プリヴェキャピタルファンド２号投

資事業組合、プリヴェ証券㈱、プリヴェ運輸㈱、東

武運輸プリヴェ㈱、プリヴェモータース２㈱、プリ

ヴェ企業投資㈱、㈲プリヴェ投資組合。 

②非連結子会社名  

Privée Capital Management Hawaii, LLC 

 Privée Capital Management Hawaii, LLCを当連結

会計年度に設立いたしましたが、下記の理由により

連結の範囲から除外しております。 

連結の範囲から除いた理由 

当非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売

上高、当期純損益および利益剰余金等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。  

②非連結子会社名  

 該当事項はありません。   

なお、Privée Capital Management Hawaii, LLCは、

当連結会計年度から重要性が増したため、連結の範

囲に含めております。 

(2）持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した関連会社 

(2）持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した関連会社 

会社数    ２社 

会社の名称  エース証券㈱ 

日産部品静岡販売㈱ 

 該当事項はありません。 

なお、日産部品静岡販売㈱およびエース証券㈱は、

当連結会計年度に全株式を売却したため、持分法の

適用の範囲から除外しております。 

 エース証券㈱の株式を新たに取得し、当連結会計

年度より持分法の適用の範囲に含めております。 

 

②持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

Privée Capital Management Hawaii, LLC 

㈱日産カーパレス静岡 

㈱日産静岡ワークネット 

②持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

 該当事項はありません。 

なお、Privée Capital Management Hawaii, LLCは、

当連結会計年度より重要性が増したため、連結の範囲

に含めております。 

 また、㈱日産カーパレス静岡および㈱日産静岡ワ

ークネットは、当連結会計年度に全株式を売却いた

しました。 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ純損益および利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、東武運輸プリヴェチューリッヒ

㈱、㈱今市貨物自動車、㈱トーハンの３社の決算日

は、２月末日であります。また、ＰＺ５号投資事業組

合の決算日は、12月末日であります。連結財務諸表を

作成するに当っては同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行なっております。 

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、東武運輸プリヴェ㈱、㈱今市貨

物自動車、㈱トーハンの３社の決算日は、２月末日で

あります。連結財務諸表を作成するに当っては同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行なってお

ります。 

(4）会計処理基準に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

(4）会計処理基準に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

ａ)売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

(イ）有価証券 

ａ)売買目的有価証券 

        同左   

ｂ)関連会社株式（営業投資有価証券を含む） 

持分法 

 営業投資有価証券の持分法適用による営業投

資損益を営業損益区分に計上することとしてお

ります。 

ｂ)関連会社株式（営業投資有価証券を含む） 

持分法 

       同左 

ｃ)その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

…主として移動平均法による原価法 

ｃ)その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

       同左 

   上場株式等投資事業における有価証券の会計処理

については、その詳細を「⑦その他連結財務諸表作

成のための重要な事項（ロ）上場株式等投資事業に

おける有価証券の会計処理」に記載しております。 

(ロ）デリバティブ 

      ――――――― 

(ロ）デリバティブ 

 時価法 

(ハ）たな卸資産 

商品 

新車    個別法による原価法 

中古車   個別法による低価法 

製品     主として総平均法による原価法 

仕掛品    主として総平均法による原価法 

原材料    主として総平均法による原価法 

(ハ）たな卸資産 

同左 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産及び賃貸不動産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）は、定額法によっており

ます。 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産及び賃貸不動産 

同左 

（耐用年数） 

建物及び構築物   ３～60年 

機械装置及び運搬具 ４～10年 

工具器具及び備品  ２～15年 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(ロ）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

③重要な繰延資産の処理方法 

(イ）開業費     ５年均等償却 

(ロ）新株発行費   ３年均等償却 

(ハ）社債発行費   ３年均等償却 

③重要な繰延資産の処理方法 

(イ）創立費     ５年定額法償却 

(ロ）開業費     ５年定額法償却 

(ハ）株式交付費   ３年定額法償却 

(ニ）社債発行費   ３年定額法償却 

④重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒れの実績等を勘案した繰入率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

④重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

 当社および当社連結子会社は主として、従業員

に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ハ）盗難損失引当金 

 ロジスティックス事業において発生した盗難事

件により将来発生する可能性のある損失に備え、

損害保険による付保等の状況を勘案し、合理的に

算出した損失見込額を計上しております。 

(ハ） 

――――――― 

(ニ）退職給付引当金 

 当社の一部の連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

(ニ）退職給付引当金 

         同左 

会計基準の変更に伴う差異の処理年数 

…主として15年 

 

数理計算上の差異の処理方法 

…定額法（主として従業員の平均残存勤務期

間 11年）で各発生年度の翌期から費用処理 

 

 （追加情報） 

 当社の一部の連結子会社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、平成17年７月と９月に退職一時金制

度および適格退職年金制度について確定拠出年金

制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を

適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益に退職金制度

変更益として492,094千円計上されております。 

        ――――――― 

(ホ） 

       ――――――― 

(ホ）役員退職慰労引当金 

 当社の一部の連結子会社は、役員退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

⑤ 

       ――――――― 

 ⑤重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に計上してお

ります。 

⑥重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

⑥重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑦その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

⑦その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

同左 

 （ロ） 

        ――――――― 

 （ロ）上場株式等投資事業における有価証券の会計処

理 

 上場株式等投資事業において取得した売買目

的有価証券は「商品有価証券」に計上し、時価

法により評価しております。当該売買目的有価

証券に係る損益（時価法適用による評価差額、

売却時の売却損益)は、「上場株式等投資事業売

上高」または「上場株式等投資事業売上原価」

に計上しております。なお、ファンド事業にお

いて設定したファンドに対する当社の出資分

（投資信託受益権）は、上場株式等投資事業に

おいて取得した商品有価証券に含めて会計処理

をしております。 

 上場株式等投資事業において取得した関連会

社株式は「営業投資有価証券」に計上しており

ます。当該関連会社株式については持分法を適

用し、持分法による投資損益は「上場株式等投

資事業売上高」または「上場株式等投資事業売

上原価」に計上するとともに、同額を「営業投

資有価証券」に加減しております。また、当該

関連会社株式を売却した場合には、売却価額を

「上場株式等投資事業売上高」に、売却原価を

「上場株式等投資事業売上原価」に計上してお

ります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   上場株式等投資事業において取得したその他

有価証券は「営業投資有価証券」に計上してお

ります。当該その他有価証券のうち時価のある

ものについては時価法により評価し、評価差額

を全部純資産直入法により処理し、時価のない

ものについては原価法により評価しておりま

す。また、当該その他有価証券を売却した場合

には、売却価額を「上場株式等投資事業売上

高」に、取得価額および付随費用を売却原価と

して「上場株式等投資事業売上原価」に計上し

ております。 

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

(6）連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定については、子会社ごとに投資効果の

発現する期間を見積り20年以内で均等償却しておりま

す。ただし、重要性がないものについては一時償却す

ることとしております。 

(6） 

――――――― 

(7） 

         ――――――― 

(7）のれんの償却に関する事項 

 のれんについては、子会社ごとに投資効果の発現す

る期間を見積り20年以内で均等償却しております。た

だし、重要性がないものについては一時償却すること

としております。  

(8）利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書に表示される利益処分または損失

処理については、当連結会計年度の利益処分または損

失処理を基礎とした繰上方式をもって作成しておりま

す。 

(8） 

――――――― 

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税金等調整前当期純利益は372,840

千円減少しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

         ――――――― 

         ―――――――  （繰延資産の処理方法） 

 当連結会計年度より「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月

11日実務対応報告第19号）を適用しております。それ

にともない従来の「新株発行費」、「新株発行費償

却」は、それぞれ「株式交付費」、「株式交付費償

却」として記載しております。 

 なお、この変更による損益に与える影響は軽微であ

ります。 

         ―――――――  （役員退職慰労引当金） 

 当社の一部の連結子会社では、役員退職慰労金は、

従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当

連結会計年度より内規にもとづく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 

この変更は、役員の在任期間にわたり費用配分するこ

とにより期間損益の適正化および財務内容の健全化を

図るため行なったものです。 

 この結果、当連結会計年度の発生額4,254千円は、販

売費及び一般管理費へ、過年度相当額44,694千円は特

別損失に計上しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、当

該箇所に記載しております。 

 また、この変更が当下期に行なわれたのは、当下期

における『監査第一委員会報告第42号「租税特別措置

法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金に関す

る監査上の取扱い」の改正について（公開草案）』の

公表を受け、当連結会計年度において早期適用するこ

とを決定したことによるものであります。従って、当

上期は従来の方法によっており、当連結会計年度末と

同じ方法を採用した場合に比べ当上期の販売費及び一

般管理費は、2,127千円、特別損失は44,694千円それぞ

れ少なく計上されています。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

         ―――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

35,711,528千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正にとも

ない、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。 

         ―――――――  （現金担保付株券貸借取引の処理方法） 

  現金担保付株券貸借取引に伴う受取貸株料、支払担

保料等は従来、連結損益計算書上、各々「営業外収

益」、「営業外費用」に計上しておりましたが、当連

結会計年度より「上場株式等投資事業売上高」または

「上場株式等投資事業売上原価」に計上することとい

たしました。この変更は、当連結会計年度より、上場

株式等投資事業において取得した株式を用いた現金担

保付株券貸借取引を本格的に開始したことから、当該

取引に係る損益につきましても上場株式等投資事業に

関連する損益として営業損益に計上することにより、

期間損益をより適正に表示することを目的として行な

ったものであります。 

 この結果、従来の方法に比べ、「売上原価」が

458,418千円増加し、「売上総利益」、「営業利益」が

同額減少しておりますが、「経常利益」に与える影響

はありません。なお、セグメント情報に与える影響に

ついては、当該箇所に記載しております。 

 また、現金担保付株券貸借取引に伴う「受入担保金

の増減額」は従来、連結キャッシュ・フロー計算書

上、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に

計上しておりましたが，上記の変更にともない、当連

結会計年度より「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の区分に計上する方法に変更いたしました。 

 この結果，従来の方法に比べ、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」は20,102,297千円増加し，「財務

活動によるキャッシュ・フロー」は同額減少しており

ます。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） 

「信用取引未払金」は、前連結会計年度まで流動負債

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において、負債・少数株主持分および資本の合計

額の100分の５を超えたため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「信用取引未払金」は

1,158,657千円であります。 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

して表示しております。 

（連結損益計算書関係） 

  「新株発行費償却」は、前連結会計年度まで営業外費

用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において、営業外費用の合計額の100分の10を

超えたため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「新株発行費償却」は8,974

千円であります。 

          ――――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

(1）営業活動によるキャッシュ・フローのうち「不動産

収入」(当連結会計年度△192,904千円)および「不動

産費用」(同29,669千円)は従来区分掲記しておりまし

たが、金額の重要性が乏しいことから、当連結会計年

度から営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

(2）前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「信用取引未払

金の増減額」（同1,158,657千円）は金額の重要性が

増したため、当連結会計年度より区分掲記することと

いたしました。 

(3）財務活動によるキャッシュ・フローのうち「短期借

入による収入」(同11,151,500千円)、「短期借入金の

返済による支出」(同△7,956,289千円)については、

当連結会計年度より「短期借入金の増減額」に集約し

て表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」として表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１  

          ――――――― 

営業投資有価証券（株式） 5,433,987千円

投資有価証券（株式）  319,606千円

 

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

商品有価証券 68,154,270千円

土地 6,381,801千円

建物及び構築物 2,612,865千円

商品有価証券   63,750,870千円

その他（流動資産） 1,930,000千円

土地      921,370千円

建物及び構築物      463,013千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 7,926,776千円

受入担保金 15,722,680千円

信用取引未払金 25,059,072千円

長期借入金 841,584千円

短期借入金   3,627,976千円

受入担保金   35,824,977千円

信用取引未払金   13,330,030千円

長期借入金     423,608千円

 上記の他、信用状取引を行なうために、定期預金

53,000千円、投資有価証券100,420千円を担保に供し

ております。 

 

※３ 

        ――――――― 

※３ 商品有価証券には、ファンド事業において設定し

たファンドに対する当社の出資分（投資信託受益

権）が10,409,814千円含まれております。 

※４ 連結子会社である神田通信工業株式会社は、土地

の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律

第34号）および土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）

に基づき事業用の土地の再評価を行ない、土地再評

価差額金を資本の部に計上しております。 

※４ 連結子会社である神田通信工業株式会社は、土地

の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律

第34号）および土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）

に基づき事業用の土地の再評価を行ない、土地再評

価差額金を純資産の部に計上しております。 

①再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税の計算のために公表された方法により算出し

た価額に合理的な調整を行なう方法により、土地

の評価額を算出しております。 

①再評価の方法 

同左 

②再評価を行なった年月日  平成14年３月31日 ②再評価を行なった年月日   

同左 

③再評価を行なった土地の連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

③再評価を行なった土地の連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △116,554千円      △120,420千円

※５ 発行済株式総数 普通株式 483,936,283株 ※５  

          ――――――― 

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

※６  

          ――――――― 

  普通株式 19,404株  

 ７ 手形割引高及び裏書譲渡高  ７ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 45,163千円 受取手形裏書譲渡高       39,124千円

※８ 賃貸不動産の内容は次のとおりであります。 ※８ 賃貸不動産の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 316,000千円

土地 68,065千円

建物及び構築物      316,000千円

土地       68,065千円

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※９ 短期借入金には、関連当事者の保証による

4,400,000千円が含まれております。 

※９ 

 信用取引未払金には、関連当事者の保証による

6,215,178千円が含まれております。 

        ――――――― 

※10 

        ――――――― 

※10 特別法上の準備金 

 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、

以下のとおりであります。 

  証券取引責任準備金 

   証券取引法第51条 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおり

です。 

※１ 販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおり

です。 

広告宣伝費 776,636千円

給料手当 2,947,915千円

退職給付費用 230,591千円

法定福利費 554,711千円

賞与引当金繰入額 329,436千円

減価償却費 818,224千円

賃借料 835,208千円

連結調整勘定償却額 394,286千円

広告宣伝費     345,555千円

給料手当    1,825,206千円

役員報酬    1,281,757千円

法定福利費      301,311千円

賞与引当金繰入額      296,850千円

減価償却費      443,183千円

賃借料      538,325千円

のれん償却額      223,833千円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、457,985千円です。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、171,955千円です。 

※３ 上場株式等投資事業売上高には、商品有価証券運

用損益6,507,864千円、持分法投資利益487,934千円

を含んでおります。 

※３ 上場株式等投資事業売上高には、持分法投資利益

120,676千円を含んでおります。 

※４         

          ――――――― 

※４ 上場株式等投資事業売上原価には、商品有価証券

運用損等1,466,678千円を含んでおります。 

※５ 不動産収入のうち177,580千円につきましては、関

連当事者からのものであります。 

※５ 

          ――――――― 

※６ 賞与引当金戻入益 

 連結子会社の過年度の賞与引当金過剰引当額の目

的外取崩です。 

※６ 賞与引当金戻入益 

 同左 

※７ その他（特別利益）に含まれている固定資産売却

益の内容は、次のとおりです。 

※７ その他（特別利益）に含まれている固定資産売却

益の内容は、次のとおりです。 

機械装置及び運搬具 4,026千円 機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

     8,349千円

     20,873千円

※８ たな卸資産廃却損の主要なものは、次のとおりで

す。 

※８ たな卸資産廃却損の主要なものは、次のとおりで

す。 

製品 25,021千円

材料部品 208,005千円

材料部品        1,229千円

※９ 固定資産売却損の内容は、次のとおりです。 ※９ 固定資産売却損の内容は、次のとおりです。 

機械装置及び運搬具 1,039千円

工具器具及び備品 41千円

機械装置及び運搬具      5,381千円

※10 固定資産除却損の内容は、次のとおりです。 ※10 固定資産除却損の主要なものは、次のとおりです。

建物及び構築物 76,633千円

機械装置及び運搬具 46,178千円

工具器具及び備品 9,197千円

      計 132,008千円

機械装置及び運搬具       24,238千円

工具器具及び備品      2,798千円

   

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※11 減損損失 

減損損失を計上した資産は以下のとおりでありま

す。 

店舗・事業所については当初想定していない収益性の

低下、遊休資産については時価の下落のため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額372,840千円を

特別損失としております。内訳は、建物及び構築物

158,415千円、機械装置及び運搬具25,299千円、工具器

具及び備品102,607千円、土地2,999千円、リース資産

76,860千円、その他6,658千円であります。 

グルーピングの方法は、主として事業用資産について

は店舗・事業所を、賃貸用資産および遊休資産について

は個別物件を基本単位（資産グループ）としておりま

す。 

資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、正味売却価額については不動産鑑定評価等

により算定しております。 

場所 用途 種類 

愛知県碧南市他 店舗 

建物及び構築物  

機械装置及び運搬具  

工具器具及び備品  

その他  

神奈川県海老名市 事業所 

建物及び構築物  

機械装置及び運搬具  

工具器具及び備品  

リース資産  

その他  

静岡県富士市他 遊休資産 

建物及び構築物 

土地  

その他  

※11 減損損失 

減損損失を計上した資産は以下のとおりでありま

す。 

店舗・事業所については当初想定していない収益性の

低下のため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額39,974千円を特別損失としております。内訳は、

建物及び構築物38,630千円、機械装置及び運搬具1,009

千円、工具器具及び備品334千円であります。 

グルーピングの方法は、主として事業用資産について

は店舗・事業所を、賃貸用資産および遊休資産について

は個別物件を基本単位（資産グループ）としておりま

す。 

資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、正味売却価額については不動産鑑定評価等

により算定しております。 

場所 用途 種類 

静岡県富士市 店舗 建物及び構築物  

神奈川県海老名市 事業所 

建物及び構築物  

機械装置及び運搬具  

工具器具及び備品  

※12 

        ――――――― 

※12 盗難損失 

ロジスティックス事業において、平成17年３月期に

発生した盗難事件の損失額が確定したことによる追加

損失であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の株式数の増加 40千株は、新株予約権の行使によるものであります。 

 ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加 ４千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 ３ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、当社の完全子会社である神田通信工業㈱保有の自己株式（当社株

式）３千株の売却によるものであります。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    次のとおり、決議をしております。 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 483,936 40 ― 483,976 

合計 483,936 40 ― 483,976 

自己株式        

普通株式 （注）２，３ 19 4 3 19 

合計 19 4 3 19 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

  定時株主総会 
普通株式 483,920 1.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

  定時株主総会 
普通株式 483,956 利益剰余金 1.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 20,684,363千円

預け金 2,979,344千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△64,347千円

現金及び現金同等物 23,599,360千円

現金及び預金勘定   9,131,777千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
   △84,240千円

現金及び現金同等物   9,047,536千円

 ２ 新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債）に付された新株予約権の行使内容       

  

新株予約権の行使による 

資本金増加額        

 

15,041,692千円

新株予約権の行使による 

資本準備金増加額   

 

14,958,307千円

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債減少額   

 

30,000,000千円

 ２         ――――――― 

※３         ―――――――    ※３ 株式・組合持分の売却により連結子会社でなくな

った会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式等の売却により除外された資産及び負債の主

な内訳は次のとおりであります。           

流動資産 5,863,590千円

固定資産 20,573,280千円

資産合計 

  

  

26,436,870千円

 

 

流動負債 16,337,745千円

固定負債 3,844,619千円

負債合計 20,182,364千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

    
機械装置及

び運搬具 

工具器具及

び備品 
その他 合計 

取得価額相

当額 
  

860,873

千円
  

143,564

千円
 

― 

千円
  

1,004,438 

千円 

減価償却累

計額相当額 
  

435,243

千円
  

87,352

千円
 

― 

千円
  

522,595 

千円 

期末残高相

当額 
  

425,630

千円
  

56,212

千円
 

― 

千円
  

481,843 

千円 

   
機械装置及

び運搬具 

工具器具及

び備品 
その他 合計 

取得価額相

当額 
 

674,970

千円
 

15,868

千円
 

31,583

千円
  

722,421 

千円 

減価償却累

計額相当額 
 

307,212

千円
 

10,227

千円
 

19,303

千円
  

336,744 

千円 

期末残高相

当額 
 

367,757

千円
 

5,640

千円
 

12,279

千円
  

385,677 

千円 

②未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 171,643千円

１年超 317,474千円

合計 489,118千円

１年以内 141,550千円

１年超 246,290千円

合計 387,841千円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 372,168千円

リース資産減損勘定の取崩額 76,860千円

減価償却費相当額 238,505千円

支払利息相当額 8,079千円

減損損失 76,860千円

支払リース料 178,071千円

減価償却費相当額 177,261千円

支払利息相当額 6,806千円

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

 主としてリース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

―――――――  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ 売買目的有価証券（平成18年３月31日） 

２ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 前連結会計年度の損益に含まれた評価差額（千円） 

68,594,332 △891,020 

  区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの） 

営業投資有価証券に属する
もの 

①株式 4,719 8,480 3,760

②債券 

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 4,719 8,480 3,760

投資有価証券に属するもの 

①株式 58,939 142,829 83,890

②債券 

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 58,939 142,829 83,890

合計 63,659 151,309 87,650

（連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの） 

営業投資有価証券に属する
もの 

①株式 20,320 13,440 △6,880

②債券 

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 20,320 13,440 △6,880

投資有価証券に属するもの 

①株式 14,481 9,218 △5,263

②債券 

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 14,481 9,218 △5,263

合計 34,801 22,658 △12,143

総計 98,461 173,968 75,507



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

営業投資有価証券に属するもの 3,793,627 1,642,953 ― 

投資有価証券に属するもの 60 ― ― 

合計 3,793,687 1,642,953 ― 

区分 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

営業投資有価証券に属するもの   

非上場株式 ― 

投資有価証券に属するもの   

非上場株式 19,053 

合計 19,053 



当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券（平成19年３月31日） 

２ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（千円） 

74,370,388 1,922,372 

  区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの） 

投資有価証券に属するもの       

①株式 62,452 116,729 54,276 

②債券       

国債・地方債等       

社債       

その他       

③その他       

合計 62,452 116,729 54,276 

（連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの） 

投資有価証券に属するもの       

①株式 9,930 8,235 △1,694 

②債券       

国債・地方債等       

社債       

その他       

③その他       

合計 9,930 8,235 △1,694 

総計 72,382 124,964 52,582 

  
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

営業投資有価証券に属するもの 32,303 7,193 ― 

投資有価証券に属するもの 3,350 1,985 ― 

合計 35,653 9,178 ― 

区分 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

投資有価証券に属するもの   

非上場株式 5,032 

合計 5,032 



次へ 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用してい

ないため、該当事項はありません。 

(1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、株価指数先物取

引、有価証券店頭指数等先渡取引、有価証券店頭指数等

スワップ取引であります。 

  (2）取引に対する取組方針 

デリバティブ取引については、ヘッジ目的または資金

調達目的に限定しており、投機的取引は行なわない方針

であります。  

  (3）取引の利用目的 

株価指数先物取引は、売買目的有価証券として保有す

る現物株式の株価変動リスクを回避する目的で利用して

おります。 

有価証券店頭指数等先渡取引と有価証券店頭指数等ス

ワップ取引は、資金調達目的で利用しております。 

  (4）取引に係るリスクの内容 

株価指数先物取引は、株価の変動によるリスクを有し

ておりますが、公的な市場における取引であることから

信用リスクは殆どないと認識しております。 

有価証券店頭指数等先渡取引と有価証券店頭指数等ス

ワップ取引は、分離することのない一体として、株価の

変動リスクを互いに相殺するポジションとなるように約

定しているため、実質的に株価変動リスクを有しており

ません。また、取引相手先は信用度の高い金融機関であ

り、信用リスクは極めて低いと認識しております。 

  (5）取引に係るリスク管理体制 

株価指数先物取引のリスク管理は、リスク管理に関す

る規程に従い、取引担当部署から独立しているリスク管

理担当部署が管理し、管理内容については定期的に役員

および関連部署に報告されております。 

資金調達目的の有価証券店頭指数等先渡取引と有価証

券店頭指数等スワップ取引は、(4)に記載の通り、実質

的に株価変動リスクを有していないため、資金調達部署

が信用リスクを管理しております。 

  (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

「取引の時価等に関する事項」についての「契約額

等」はあくまでもデリバティブ取引における名目的な契

約額または想定元本であり、当該金額自体がデリバティ

ブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 



２ 取引の時価等に関する事項 

株式関連 

（注）１ 上記取引については時価評価を行ない、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

   ２ 時価の算定 

市場取引につきましては、取引所の最終価格によっております。 

市場取引以外の取引につきましては、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

  

区分 種類 

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

契約額等 

（千円） 

契約額等のう

ち１年超 

（千円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

 市場取引 株価指数先物取引 売建 8,325,000 ― 8,655,000 △330,000 

市場取引以外の取引 
有価証券店頭指数等先渡取引 22,380,609 ― 77,319 77,319 

有価証券店頭指数等スワップ取引 22,380,609 ― △77,319 △77,319 

合計 53,086,218 ― 8,655,000 △330,000 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社連結子会社は主として、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度、適格退職年金制度および退職

一時金制度を設けております。一部の連結子会社は、

当上期に退職一時金制度および適格退職年金制度より

確定拠出年金制度へ移行しました。 

 当社連結子会社で総合設立型の厚生年金基金に加入

しているのは５社で、その年金資産額は978,424千円で

す。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社連結子会社の一部は、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度および退職一時金制度を、確定

拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けており

ます。 

 当社連結子会社で総合設立型の厚生年金基金に加入

しているのは３社で、その年金資産額は 1,330,380千

円です。 

 なお、当社の一部の連結子会社は、平成17年９月に

適格退職年金制度について確定拠出年金制度へ移行し

ております。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日） 

イ 退職給付債務 △1,844,347千円

ロ 年金資産 260,819千円

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,583,527千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △87,843千円

ホ 未認識数理計算上の差異 262,965千円

へ 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △1,408,405千円

イ 退職給付債務    △483,786千円

ロ 年金資産        ―  千円

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ）    △483,786千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額      42,321千円

ホ 未認識数理計算上の差異        ―  千円

へ 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）    △441,465千円

（注）１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり簡便法を採用しております。 

２ 適格退職年金制度より確定拠出年金制度への

移行に伴う影響額は次のとおりであります。 

また、確定拠出年金制度への資産移管額は

1,168,061千円であり、主として８年間で移管する

予定であります。なお、当連結会計年度末時点の未

移管額803,272千円は、未払金（流動負債の「その

他」）、長期未払金（固定負債の「その他」）に計

上しております。  

  退職給付債務の減少 2,071,454千円

  会計基準変更時差異の未処理額 △492,976千円

  未認識数理計算上の差異 △52,675千円

  未認識過去勤務債務 ― 千円

  退職給付引当金の減少 1,525,802千円

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便

法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

イ 勤務費用 240,185千円

ロ 利息費用 65,911千円

ハ 期待運用収益 △19,200千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 20,476千円

ホ 会計基準変更時差異の費用処理

額 
16,397千円

ヘ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 
323,769千円

ト 確定拠出年金制度への移行に伴

う損益 
△492,094千円 

チ その他 144,386千円 

        計 △23,938千円 

イ 勤務費用      128,002千円

ロ 利息費用       14,939千円

ハ 期待運用収益     △4,234千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額       12,220千円

ホ 会計基準変更時差異の費用処理

額 
     △3,260千円

ヘ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 
     147,667千円

ト その他     45,359千円 

        計     193,026千円 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。 

２ 厚生年金基金に対する拠出額は、「イ 勤務

費用」に計上しております。 

３ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

４ 「チ その他」は、確定拠出年金への掛金支

払額と割増退職金です。  

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。 

２ 厚生年金基金に対する拠出額は、「イ 勤務

費用」に計上しております。 

３ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

４ 「ト その他」は、確定拠出年金への掛金支

払額です。  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.3％

ハ 期待運用収益率 主として3.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数  

…主として発生時の従業員の平均残存勤務年数

          主として11年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 主として15年

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 主として2.3％

ハ 期待運用収益率 主として3.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数  

…主として発生時の従業員の平均残存勤務年数

          主として11年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 主として15年



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。なお、平成15年ストック・オプションについては株式分割後の株式数とな

っております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役     ４名 

当社監査役     ３名 

子会社取締役    ２名 

子会社監査役    １名 

その他当社グループ 

会社の取締役等   23名 

合計        33名 

当社取締役     １名 

当社監査役     ２名 

子会社取締役    ８名 

子会社監査役    ２名 

当社のアドバイザー ２社 

その他当社グループ 

会社の取締役等   420名 

合計        435名 

当社取締役     ５名 

当社監査役     ４名 

当社従業員     ７名 

当社特別顧問    ２名 

合計         18名 

ストック・オプション数

（注） 
普通株式  40,000,000株 普通株式  20,000,000株 普通株式  50,000,000株 

付与日 平成16年２月27日 平成16年９月22日 平成18年４月25日 

権利確定条件 
権利確定条件の定めはあり 

ません。 

権利確定条件の定めはあり 

ません。   

権利確定条件の定めはあり 

ません。  

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり 

ません。 

対象勤務期間の定めはあり 

ません。 

対象勤務期間の定めはあり 

ません。 

権利行使期間 
自  平成16年３月１日 

至 平成19年２月28日 

自  平成16年９月23日 

至 平成21年９月22日 

自  平成18年４月26日 

至 平成23年４月25日  

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 ― ― ― 

付与 ― ― 50,000,000 

失効 ― ― ― 

権利確定 ― ― 50,000,000 

未確定残 ― ― ― 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 13,560,000 20,000,000 ― 

権利確定 ― ― 50,000,000 

権利行使 40,000 ― ― 

失効 13,520,000 320,000 2,040,000 

未行使残 ― 19,680,000 47,960,000 



② 単価情報 

（注）会社法施行日前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。  

  

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 100 1,250 310 

行使時平均株価     （円） 140 ― ― 

公正な評価単価（付与日）（円）

（注） 
― ― ― 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入限度超過額 20,263千円

賞与引当金繰入限度超過額 224,273千円

減損損失 133,276千円

退職給付引当金繰入限度超過額 490,571千円

たな卸資産廃却損 12,150千円

減価償却費損金算入限度超過額 13,088千円

投資有価証券評価損 37,989千円

未払事業税 663,532千円

土地評価損 262,700千円

税務上の繰越欠損金 4,151,505千円

その他 511,239千円

繰延税金資産小計 6,520,590千円

評価性引当金 △4,607,269千円

繰延税金資産合計 1,913,320千円

   

（繰延税金負債）  

未収配当金 167,847千円

土地評価益 1,059,336千円

固定資産圧縮積立金 83,785千円

その他 31,941千円

繰延税金負債合計 1,342,911千円

繰延税金資産の純額 570,409千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入限度超過額  105,489千円

賞与引当金繰入限度超過額  50,679千円

減損損失  25,817千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 20,167千円

退職給付引当金繰入限度超過額  158,336千円

減価償却費損金算入限度超過額 10,958千円

関係会社株式評価損  245,421千円

未払事業税 22,892千円

税務上の繰越欠損金 6,405,813千円

その他 91,109千円

繰延税金資産小計 7,136,683千円

評価性引当金 △6,686,059千円

繰延税金資産合計  450,624千円

   

   

（繰延税金負債）  

未収配当金  152,389千円

土地評価益 274,684千円

固定資産圧縮積立金  77,244千円

その他 29,070千円

繰延税金負債合計 533,389千円

繰延税金資産の純額 △82,764千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  （単位：％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等損金不算入 0.3

受取配当金の益金不算入 △4.7

住民税均等割等 0.3

評価性引当金の増減 56.3

税務上の繰越欠損金の利用 △9.8

その他 △8.2

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
74.9

 当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上

しているため記載を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

(1）上場株式等投資事業……………上場株式、未上場株式への投資 

(2）自動車販売関連事業……………新車・中古車販売、自動車整備全般 

(3）ロジスティックス事業…………貨物自動車運送、倉庫業 

(4）ネットワーク機器関連事業……通信機器および医療機器の製造販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は832,708千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,577,548千円であり、その主なものは当社の現

金及び預金であります。 

  
上場株式等
投資事業 
（千円） 

自動車販売
関連事業 
（千円） 

ロジスティ
ックス事業 
（千円） 

ネットワー
ク機器関連
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 10,883,164 47,038,712 7,730,808 6,894,960 72,547,645 ― 72,547,645 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
― ― ― 8,700 8,700 (8,700) ― 

計 10,883,164 47,038,712 7,730,808 6,903,661 72,556,346 (8,700) 72,547,645 

営業費用 2,495,814 46,195,352 7,721,981 6,765,181 63,178,330 832,708 64,011,038 

営業利益 8,387,349 843,359 8,827 138,479 9,378,016 (841,409) 8,536,606 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
              

資産 87,017,605 28,034,824 7,222,022 9,271,874 131,546,327 4,846,461 136,392,788 

減価償却費 1,219 799,200 279,355 44,233 1,124,009 542 1,124,552 

減損損失 ― 131,630 ― 241,210 372,840 ― 372,840 

資本的支出 8,103 2,261,975 171,341 82,120 2,523,541 7,754 2,531,296 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

(1）上場株式等投資事業……………上場株式、未上場株式への投資 

(2）自動車販売関連事業……………新車・中古車販売、自動車整備全般 

(3）ロジスティックス事業…………貨物自動車運送、倉庫業 

(4）産業機器関連事業………………医療機器、官庁向け特殊機器の製造販売 

３ 前期のネットワーク機器関連事業は、主たる事業であるネットワーク事業部門を売却したため、産業機器関

連事業に名称を変更しております。 

４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,303,135千円であり、その主な

ものは、持株会社である当社の運営に係る費用であります。 

５ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,879,013千円であり、その主なものは当社の現

金及び預金であります。 

６ 会計処理の変更 

 (役員退職慰労引当金の計上方法の変更) 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より役員

退職慰労金は内規に基づく期末要支給額を計上する方法に変更しました。 

 この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度のロジスティックス事業は、営業費用が4,254千円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

 (現金担保付株券貸借取引の処理方法の変更) 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より従来

は「営業外収益」、「営業外費用」に計上しておりました受取貸株料、支払担保料等を「上場株式等投資

事業売上高」または「上場株式等投資事業売上原価」に計上することといたしました。 

 この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の上場株式等投資事業の営業費用が458,418千円増加し、

営業利益が同額減少しております。 

７ 追加情報 

 連結損益計算書上、連結会社相互間の取引として相殺消去される当社と連結子会社間の経営指導料等に

つきましては、従来、各事業区分上で消去しておりましたが、当連結会計年度より、消去又は全社の項目

上で消去することといたしました。この変更は、当連結会計年度より経営指導料等に関する制度の見直し

を行なったことによるものであります。 

 この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の上場株式等投資事業の営業費用が187,454千円増加、自

動車販売関連事業の営業費用が22,456千円増加、ロジスティックス事業の営業費用が30,647千円増加、産

業機器関連事業の営業費用が42,365千円増加し、また、それぞれ営業利益が同額減少しております。な

お、当該変更による当社グループ全体の営業費用および営業利益に与える影響はありません。 

  

  
上場株式等
投資事業 
（千円） 

自動車販売
関連事業 
（千円） 

ロジスティ
ックス事業 
（千円） 

産業機器関
連事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 7,365,378 20,025,886 7,827,396 2,673,747 37,892,409 ― 37,892,409 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2 ― ― ― 2 (2) ― 

計 7,365,381 20,025,886 7,827,396 2,673,747 37,892,411 (2) 37,892,409 

営業費用 7,771,339 19,910,379 7,740,539 2,561,449 37,983,707 2,303,135 40,286,842 

営業利益又は営業損失（△） △405,957 115,506 86,857 112,298 △91,295 (2,303,137) △2,394,433 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
              

資産 81,541,002 ― 6,886,150 6,968,419 95,395,572 1,874,754 97,270,326 

減価償却費 11,757 366,111 209,443 55,338 642,650 40,324 682,975 

減損損失 ― 33,521 ― 6,453 39,974 ― 39,974 

資本的支出 31,524 828,309 93,059 59,542 1,012,435 154,054 1,166,490 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦の売上高のみであるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員 松村謙三 ― ― 
当社代表

取締役 

 直接 

0.7％ 
― ― 

証券取引法

第164条第

１項に基づ

く取引 

16,267 ― － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 79.87円

１株当たり当期純利益 4.70円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 4.24円
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 73.79円

１株当たり当期純利益 △5.10円

 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 2,289,799 △2,466,563 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,289,799 △2,466,563 

普通株主に帰属しない金額 120,000 ― 

 （うち利益処分による役員賞与金） (120,000) （―） 

普通株式の期中平均株式数（千株） 461,554 483,921 

当期純利益調整額（千円） ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

用いられた普通株式増加数の主要内訳（千株） 

   

新株予約権 11,069 ― 

転換社債型新株予約権付社債 38,893 ― 

普通株式増加数（千株） 49,963 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要（千株） 

 新株予約権  

 株主総会の特別決議日 

 平成16年９月13日 

20,000 

 新株予約権 

 株主総会の特別決議日 

 平成17年６月29日 

50,000 

詳細については、「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

 新株予約権 

 株主総会の特別決議日 

 平成16年９月13日 

19,680 

 新株予約権 

 株主総会の特別決議日 

平成17年６月29日 

47,960 

詳細については、「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

ストックオプションとしての新株予約権の発行について 

平成17年６月29日開催の定時株主総会で承認されまし

た旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に

基づくストックオプションとしての新株予約権の発行に

ついて、平成18年４月17日開催の取締役会において具体

的な内容を決議し、下記のとおり発行いたしました。 

①新株予約権の発行日 平成18年４月25日 

②新株予約権の発行数 

50,000個 

（新株予約権１個当たりの目

的となる株式数1,000株） 

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的たる

株式の種類および数 
当社普通株式50,000,000株 

⑤新株予約権の行使に際

して払込みをすべき金

額 

新株予約権１個につき310,000

円（１株当たり310円） 

⑥新株予約権の行使期間 
平成18年４月26日から 

平成23年４月25日まで 

⑦新株予約権の割当対象

者 

当社取締役、監査役、従業員、

特別顧問 合計18名  

――――――― 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注） 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

神田通信工業㈱ 第２回無担保社債 
平成17年 

12月29日 
1,000,000 1,000,000 変動 無担保社債 

平成20年 

12月29日 

合計 ― ― 1,000,000 1,000,000 ― ― ― 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

― 1,000,000 ― ― ― 



【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 15,530,000 5,590,000 1.4 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 514,281 603,136 1.7 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 3,165,584 1,431,298 2.1 
平成21年８月～ 

平成28年８月 

その他の有利子負債         

信用取引未払金（１年以内返済） 31,274,251 13,330,030 1.1 － 

受入担保金（１年以内返済） 15,722,680 35,824,977 1.9 － 

合計 66,206,796 56,779,442 － － 

区分 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 694,826 287,272 289,800 85,800 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  5,814,019 3,860,914 

２ 商品有価証券 ※２ ― 10,329,114 

３ 未収入金 ※３ 248,587 645,170 

４ 短期貸付金 ※３ 3,140,000 6,420,000 

５ その他 ※３ 266,129 145,951 

流動資産合計  9,468,736 16.0 21,401,149 26.6

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産  ※１   

（1）建物附属設備  2,243 27,982 

（2）車両運搬具  ― 43,983 

 （3）器具備品  4,131 37,329 

有形固定資産合計   6,374 0.0 109,295 0.1

２ 無形固定資産    

（1）ソフトウェア  7,055 10,967 

（2）商標権  ― 276 

無形固定資産合計  7,055 0.0 11,243 0.0

３ 投資その他の資産    

（1）長期差入保証金  ― 1,108,284 

（2）関係会社長期貸付金  47,374,168 55,210,000 

（3）関係会社株式  2,117,213 2,631,853 

 （4）関係会社出資金  3,000 ― 

（5）その他  242,372 747 

貸倒引当金  ― △193,057 

投資その他の資産合計  49,736,753 83.8 58,757,826 73.1

固定資産合計  49,750,183 83.8 58,878,366 73.3

Ⅲ 繰延資産    

１ 創立費  2,974 1,487 

２ 開業費  14,521 7,260 

３ 新株発行費  102,129 ― 

４ 株式交付費  ― 51,064 

繰延資産合計  119,625 0.2 59,812 0.1

資産合計  59,338,545 100.0 80,339,329 100.0

     
 



  
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 短期借入金 6,500,000 5,400,000 

２ 未払法人税等 66,117 35,840 

３ 受入担保金   15,722,680 35,824,977 

４ 賞与引当金   14,596 ― 

５ その他 ※３ 102,039 180,553 

流動負債合計 22,405,433 37.8 41,441,371 51.6

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 1,500,000 1,000,000 

２ 関係会社長期借入金 1,500,000 4,000,000 

固定負債合計 3,000,000 5.0 5,000,000 6.2

負債合計 25,405,433 42.8 46,441,371 57.8

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※６ 16,863,692 28.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 16,327,520 ―   

２ その他資本剰余金   

自己株式処分差益 39,088 ―   

資本剰余金合計 16,366,609 27.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   

当期未処分利益 708,433 ―   

利益剰余金合計 708,433 1.2 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※７ △5,623 △0.0 ― ―

資本合計 33,933,112 57.2 ― ―

負債・資本合計 59,338,545 100.0 ― ―

    
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   ― ― 16,865,692 21.0

２ 資本剰余金     

(1）資本準備金   ― 16,329,520   

(2）その他資本剰余金   ― 39,088   

資本剰余金合計    ― ― 16,368,609 20.4

３ 利益剰余金     

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金   ― 669,832   

利益剰余金合計    ― ― 669,832 0.8

４ 自己株式   ― ― △6,176 △0.0

株主資本合計    ― ― 33,897,957 42.2

純資産合計    ― ― 33,897,957 42.2

負債純資産合計    ― ― 80,339,329 100.0

               



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益   

１ 経営指導料収入 ※１ 287,874   283,959     

２ 受取配当金 ※１ 1,000,000   3,000,000     

３ 金融収益 ※１ 357,493   1,112,806     

４ 商品有価証券運用益   ― 1,645,367 100.0 322,800 4,719,565 100.0 

Ⅱ 営業費用   

１ 金融費用   7,356 717,055   

２ 一般管理費 ※２ 840,934 848,290 51.6 2,586,966 3,304,022 70.0

営業利益 797,076 48.4 1,415,543 30.0

Ⅲ 営業外収益   

１ 受取利息 ― 953   

２ その他 ※３ 16,827 16,827 1.1 2,613 3,567 0.1

Ⅳ 営業外費用   

１ 創立費償却 1,487 1,487   

２ 開業費償却 7,260 7,260   

３ 新株発行費償却 51,064 ―   

４ 株式交付費償却 ― 52,704   

５ 支払利息 20,684 155,773   

６ 支払担保料 21,087 ―   

７ 支払手数料 17,876 32,333   

８ その他 1,978 121,439 7.4 20 249,580 5.3

経常利益 692,464 42.1 1,169,529 24.8

Ⅴ 特別利益 ― ― ― ―

Ⅵ 特別損失   

関係会社株式評価損 ― ― ― 603,000 603,000 12.8

税引前当期純利益 692,464 42.1 566,529 12.0

法人税、住民税及び事
業税 

1,210 1,210   

法人税等調整額 3,319 4,529 0.3 ― 1,210 0.0

当期純利益 687,935 41.8 565,319 12.0

前期繰越利益 20,498 ― 

当期未処分利益 708,433 ― 

    



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  708,433

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金  483,920

２ 役員賞与金  120,000

 （うち監査役賞与金）  （10,000) 603,920

Ⅲ 次期繰越利益  104,513

   

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 
その他 
資本剰余
金 

資本剰余金
合計 

その他 
利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

              （千円） 
16,863,692 16,327,520 39,088 16,366,609 708,433 708,433 △5,623 33,933,112 33,933,112

事業年度中の変動額                  

新株の発行 2,000 2,000   2,000       4,000 4,000

剰余金の配当（注）          △483,920 △483,920   △483,920 △483,920

役員賞与（注）              △120,000 △120,000   △120,000 △120,000

当期純利益                 565,319 565,319   565,319 565,319

自己株式の取得                △553 △553 △553

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
                 

事業年度中の変動額合計 

               （千円) 
2,000 2,000 ― 2,000 △38,600 △38,600 △553 △35,154 △35,154

平成19年３月31日 残高 

               （千円) 
16,865,692 16,329,520 39,088 16,368,609 669,832 669,832 △6,176 33,897,957 33,897,957



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

①資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

①資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

ａ)売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

ｂ)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(ロ） 

――――――― 

(ロ）デリバティブ 

時価法 

②固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

定率法によっております。 

（耐用年数） 

建物附属設備  15年 

器具備品    ４年 

②固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

定率法によっております。 

（耐用年数） 

建物附属設備  15年 

車両運搬具   ５年 

器具備品    ４年 

(ロ）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

③繰延資産の処理方法 

(イ）創立費    ５年均等償却 

(ロ）開業費    ５年均等償却 

（ハ）新株発行費  ３年均等償却 

③繰延資産の処理方法 

(イ）創立費    ５年定額法償却 

(ロ）開業費    ５年定額法償却 

（ハ）株式交付費  ３年定額法償却 

④引当金の計上基準 

（イ）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

④引当金の計上基準 

（イ）賞与引当金 

同左 

⑤その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

⑤その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

――――――― 

――――――― （繰延資産の処理方法） 

当事業年度より「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しております。それに伴

い従来の「新株発行費」、「新株発行費償却」は、そ

れぞれ「株式交付費」、「株式交付費償却」として記

載しております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

33,897,957千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

――――――― （子会社への貸付に係る費用の処理方法） 

持株会社として子会社に貸付けるための資金調達取

引に伴う支払利息、支払担保料等は従来、「営業外費

用」に計上しておりましたが、当事業年度より「金融

費用」として「営業費用」に計上することといたしま

した。この変更は、当事業年度より、子会社への貸付

目的で金融機関から資金調達することを本格的に開始

したことから、当該資金調達に伴う費用を「営業費

用」計上することにより、「営業収益」に計上される

子会社貸付の収益との合理的な対応を行ない、期間損

益をより適正に表示することを目的として行なったも

のであります。 

 この結果、従来の方法に比べ、「営業利益」が

513,057千円減少しております。なお、「経常利益」に

与える影響はありません。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――――― 

  

（貸借対照表） 

 前事業年度まで固定資産（投資その他の資産）の「そ

の他」に含めて表示しておりました「長期差入保証金」

は、当事業年度において、資産の総額の100分の１を超

えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度末の「長期差入保証金」は221,464

千円であります。 

―――――――  

  

（損益計算書） 

前事業年度まで営業外収益に含めて表示しておりまし

た「受取利息」は、当事業年度において、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度末の「受取利息」は217千円であり

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は422千円でありま
す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は39,012千円であり
ます。 

※２  

――――――― 

※２ 商品有価証券は、当社グループのファンド事業に

おいて設定したファンドに対する当社の出資分（投

資信託受益権）であります。 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりです。 

未収入金 40,623千円

短期貸付金 3,140,000千円

その他（流動資産） 187,732千円

その他（流動負債） 9,311千円

未収入金   24,672千円

短期貸付金  6,420,000千円

その他（流動資産） 28,985千円

その他（流動負債） 3,755千円

４ 差入を受けた有価証券の時価 

 消費貸借契約に基づき借入れた有価証券 

 37,741,522千円

  

 上記のうち、担保等として差入をした有価証券の 

時価  

  現金担保付株券貸借取引により差入れた有価証券

22,578,100千円

短期借入の担保として差入れた有価証券 

3,410,400千円

  関係会社の担保提供として差入れた有価証券 

11,753,022千円

４ 差入を受けた有価証券の時価 

 消費貸借契約に基づき借入れた有価証券 

50,738,994千円

  

 上記のうち、担保等として差入をした有価証券の 

時価  

  現金担保付株券貸借取引により差入れた有価証券

22,579,226千円

有価証券店頭指数等スワップ取引の担保として差

入れた有価証券 

22,193,551千円

短期借入の担保として差入れた有価証券 

3,150,142千円

  関係会社の担保提供として差入れた有価証券 

2,816,075千円

５ 偶発債務 

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行なっております。 

保証先 金額（千円） 内容 

ＰＺ運輸㈱ 1,900,000 
金融機関からの借入

に対する保証  

神田通信工業㈱ 1,000,000 
銀行保証私募債に対

する保証  

計 2,900,000 ― 

５ 偶発債務 

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行なっております。 

保証先 金額（千円） 内容 

神田通信工業㈱ 1,000,000 
銀行保証私募債に対

する保証  

計 1,000,000 ― 

※６ 会社が発行する株式総数及び発行済株式総数は次

のとおりです。 

※６  

会社が発行する株式総数  

  普通株式 1,400,000,000株

発行済株式総数 普通株式 483,936,283株

――――――― 

※７ 自己株式 普通株式 15,524株 ※７  

――――――― 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 ４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に関するものが含まれておりま

す。 

※１ 関係会社との取引に関するものが含まれておりま

す。 

経営指導料収入 287,874千円

受取配当金 1,000,000千円

金融収益 357,493千円

経営指導料収入 283,959千円

受取配当金 3,000,000千円

金融収益 1,111,613千円

※２ 一般管理費の主なものは下記のとおりです。 ※２ 一般管理費の主なものは下記のとおりです。 

役員報酬 106,072千円

給与手当 118,197千円

施設使用費 97,774千円

支払手数料 223,966千円

租税公課 96,474千円

役員報酬 1,199,239千円

給与手当 453,980千円

施設使用費 183,181千円

支払手数料 242,962千円

減価償却費 40,324千円

※３ 証券取引法第164条第１項に基づく利益16,267千円

が含まれております。 

※３ 

――――――― 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 （注） 15 4 ― 19 

合計 15 4 ― 19 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、リース取引がない為、該当事項はありませ

ん。 

同左 



（有価証券関係） 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

同左 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金繰入限度超過額 5,940千円

税務上の繰越欠損金 93,139千円

未払事業税 27,065千円

繰延税金資産小計 126,145千円

評価性引当金 △126,145千円

繰延税金資産合計 ― 千円

（繰延税金資産）  

  貸倒引当金繰入限度超過額  78,574千円

関係会社株式評価損 245,421千円

税務上の繰越欠損金 730,674千円

その他     48,302千円

繰延税金資産小計 1,102,971千円

評価性引当金  △1,102,971千円

繰延税金資産合計 ― 千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  （単位：％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等損金不算入 0.3

受取配当金の益金不算入 △58.7

住民税均等割等 0.2

評価性引当金の増減 18.2

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
0.7

  （単位：％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等損金不算入 1.8

受取配当金の益金不算入 △215.0

住民税均等割等 0.2

評価性引当金の増減 177.2

その他 △4.7

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
0.2



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 69.87円

１株当たり当期純利益 1.23円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1.11円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 70.04円

１株当たり当期純利益 1.17円

   

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

損益計算書上の当期純利益（千円） 687,935 565,319 

普通株式に係る当期純利益（千円） 687,935 565,319 

普通株主に帰属しない金額（千円） 120,000 ― 

 （うち利益処分による役員賞与金） （120,000） （―） 

普通株式の期中平均株式数（千株） 461,558 483,925 

当期純利益調整額（千円） ― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

用いられた普通株式増加数の主要内訳（千株） 

    

新株予約権 11,069 ― 

転換社債型新株予約権付社債 38,893 ― 

普通株式増加数（千株） 49,963 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要（千株） 

  新株予約権 

  株主総会の特別決議日 

  平成16年９月13日 

20,000 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成17年６月29日 

50,000 

詳細については、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

  新株予約権 

  株主総会の特別決議日 

  平成16年９月13日 

19,680 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成17年６月29日 

47,960 

詳細については、「第４ 提出会

社の状況 １ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

ストックオプションとしての新株予約権の発行について 

平成17年６月29日開催の定時株主総会で承認されまし

た旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に

基づくストックオプションとしての新株予約権の発行に

ついて、平成18年４月17日開催の取締役会において具体

的な内容を決議し、下記のとおり発行いたしました。 

①新株予約権の発行日 平成18年４月25日 

②新株予約権の発行数 

50,000個 

（新株予約権1個当たりの目

的となる株式数1,000株） 

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的たる株

式の種類および数 
当社普通株式50,000,000株 

⑤新株予約権の行使に際し

て払込みをすべき金額 

新株予約権1個につき310,000

円（1株当たり310円）

⑥新株予約権の行使期間 
平成18年４月26日から 

平成23年４月25日まで 

⑦新株予約権の割当対象者 
当社取締役、監査役、従業

員、特別顧問 合計18名  

――――――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

【引当金明細表】 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産              

建物附属設備 2,415 29,350 ― 31,765 3,782 3,611 27,982

車両運搬具 ― 70,000 ― 70,000 26,016 26,016 43,983

器具備品 4,382 42,595 434 46,543 9,213 8,994 37,329

有形固定資産計 6,797 141,945 434 148,308 39,012 38,621 109,295

無形固定資産              

ソフトウェア 7,175 5,563 ― 12,738 1,771 1,651 10,967

商標権 ― 327 ― 327 51 51 276

無形固定資産計 7,175 5,891 ― 13,066 1,822 1,702 11,243

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産              

創立費 7,436 ― ― 7,436 5,949 1,487 1,487

開業費 36,303 ― ― 36,303 29,042 7,260 7,260

株式交付費 153,194 1,640 ― 154,834 103,769 52,704 51,064

繰延資産計 196,934 1,640 ― 198,574 138,761 61,452 59,812

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 ― 193,057 ― ― 193,057 

賞与引当金 14,596 ― 14,596 ― ― 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

（イ）現金及び預金 

  

 （ロ）商品有価証券 

  

 （ハ）短期貸付金 

  

（ニ）関係会社長期貸付金 

  

区分 金額（千円） 

預金   

普通預金 3,860,914 

合計 3,860,914 

種類 金額（千円） 

投資信託受益権 10,329,114 

合計 10,329,114 

相手先 金額（千円） 

プリヴェキャピタルマネジメント㈱ 4,960,000 

神田通信工業㈱ 1,000,000 

プリヴェ運輸㈱ 460,000 

合計 6,420,000 

相手先 金額（千円） 

プリヴェキャピタルマネジメント㈱ 51,700,000 

プリヴェ運輸㈱ 2,010,000 

神田通信工業㈱ 1,500,000 

合計 55,210,000 



② 負債の部 

（イ）短期借入金 

  

（ロ）受入担保金 

  

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱りそな銀行  4,400,000 

住友信託銀行㈱ 1,000,000 

合計 5,400,000 

相手先 金額（千円） 

ソシエテジェネラル証券会社 18,045,850 

ベアー・スターンズ（ジャパン）証券会社 6,678,903 

東京短資㈱ 4,243,523 

上田八木短資㈱ 4,176,242 

大阪証券金融㈱ 1,580,958 

ＢＮＰパリバ証券会社 1,099,500 

合計 35,824,977 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）単元未満株式についての権利 

当社定款の定めにより当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない。 

・会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

・会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

・株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

100株券、500株券、1,000株券、10,000株券および100,000株券とする。 

ただし、100株未満の株式については、その株数を表示した株券を発行す

ることができる。 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社   証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 200円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社   証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券届出書 

およびその添付書類 
ストックオプション制度に伴う新株予約権発行

平成18年４月17日 

関東財務局長に提出 

(2） 有価証券届出書の 

訂正報告書 
（1）の有価証券届出書に係る訂正届出書 

平成18年４月18日 

関東財務局長に提出 

(3） 有価証券報告書 

およびその添付書類 

事業年度 

（第３期） 

    自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日 

平成18年６月29日 

関東財務局長に提出 

(4） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

もの       

平成18年７月５日 

関東財務局長に提出 

(5） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

もの       

平成18年７月５日 

関東財務局長に提出 

(6） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

もの       

平成18年11月２日 

関東財務局長に提出 

(7） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

もの       

平成18年12月11日 

関東財務局長に提出 

(8） 半期報告書 中間会計期間 

（第４期中） 

  

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

平成18年12月15日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

  



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

プリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社  

  取締役会 御中    

  太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴェ

チューリッヒ企業再生グループ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、プリ

ヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

 追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、連結会社は当連結会計年度から

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社  

  取締役会 御中    

  太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴ

ェ企業投資ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明

細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、プリ

ヴェ企業投資ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

追記情報 

(1) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更(役員退職慰労引当金)に記載されているとおり、会社の一

部の連結子会社において、役員退職慰労金を支出時の費用として処理する方法から、内規にもとづく期末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

(2) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更(現金担保付株券貸借取引の処理方法)に記載されていると

おり、会社は現金担保付株券貸借取引に伴う収益・費用を、「営業外収益」、「営業外費用」に計上する方法か

ら、「上場株式等投資事業売上高」または「上場株式等投資事業売上原価」に計上する方法に変更した 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

プリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社  

  取締役会 御中    

  太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴェ

チューリッヒ企業再生グループ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、プリヴェ

チューリッヒ企業再生グループ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社  

  取締役会 御中    

  太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴ

ェ企業投資ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、プリヴェ

企業投資ホールディングス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更(子会社への貸付に係る費用の処理方法)に記載されているとおり、会社は持株会社として子会社

に貸し付けるための資金調達取引に伴う費用を「営業外費用」に計上する方法から、「金融費用」として「営業費用」

に計上する方法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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